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 はじめに 

 

本研究の小委員会はまったく予期していなかった阪神淡路大震災が起こったときの震災後初期の避

難民の大混乱、とりわけ避難所の混乱を経験したことを研究の契機とした。当該小委員会は平成 20 年

に立ち上げて平成 23年度で終了する予定であった。しかし平成 23年 3 月 11日の東日本大震災があり、

小委員会の活動を一年間にわたり中止せざるを得なかったが、平成 25 年 3月に終了することとなった。 

 小委員会を設置したきっかけは阪神淡路大震災があった時、雨風をしのぐ程度の避難所として学校の

体育館や教室、公民館を活用したが、なにも常備しているものが無く、避難民が入ってから諸設備をそ

ろえるという状況であった。そこで、阪神淡路大震災後、わが国でどこでも起こりうる大震災に備えて、

避難所に避難民を受け入れるためにはいかなる設備が必要であるかについて検討して実施しなければな

らないと考えて研究を進めていた。また、宮城県は 30 年のうちに大地震が発生する確率は 99％といわ

れて、逼迫した状況である中で、避難所と指定されている場所にはほとんど常備設備が揃っていなかっ

た。これに加えて、研究中に東日本大震災が起こって避難所のことを経験し、当該小委員会の研究活動

の重要性が再認識された。 

おりしも、国際人権 NGO ヒューマンライツ・ツナ（震災問題プロジェクト）によると自然災害発

生時の被災者保護に関する運用ガイトライン※に本研究で検討する一部が規定されている。 

まず、避難施設の人権保障、設備･設計等について配慮する項目が求められることは避難施設におけ

る人権保障と避難施設の設備･設計等は国連で採択されている「国内難民に関する指導原則」は自国にお

ける他の者が享受するものと同一の国際法ならびに国内法上権利及び自由を享受する（上記の指導原則

第一）、「すべての人は尊厳ならびに身体的、精神的および道徳的に健全であることに対する権利を有す

る」（上記の指導原則第 11）、「すべての人に、自ら家族生活を尊重される権利を有する」（上記原則第

17）が規定されているとしている。 

（１） 居住に足りるスペースを確保し、家族のプライバシーが確保されること 

（２） 女性･尐女の視点から避難施設の設計を配慮すること 

（３） 高齢者。障害者のニーズに対応すること 

（４） 安定した環境 

これによって、本研究で検討した換気、照明、騒音、冷暖房が対象となる。 

他に医療。衛生ケアの項目では、飲料水や食糧、トイレが規定されている。 

上記の内容をみても国際人権 NGO ヒューマンライツ・ツナ（震災問題プロジェクト）で討議して

いることを本報告は遂行することになる。 

現実には、阪神淡路大震災時の避難所の苦情はトイレ、風呂、騒音、寒さ等の項目が多くあった。ま

た、東日本大震災時の避難所の苦情は阪神淡路大震災時の苦情項目が同じではなかったが、トイレ、風

呂、騒音、寒さ等の項目数が尐なかったが苦情項目の中にあがっていた。 

そこで空気調和･衛生工学会東北支部としては、阪神淡路大震災及び東日本震災の経験をふまえて避

難所の設備を検討して実施案を検討することが必要として小委員会を設置した。 

そこで阪神淡路大震災及び東日本震災の避難所について調査を行い、その上で水、トイレ等を避難所

で常備設備とするにはどのような設備を検討したかについて記述する。 

過去の避難所について 

 阪神淡路大震災の実態、特に避難所について設備及び苦情調査 

東日本大震災の実態、特に避難所についての設備及び苦情調査 

最新の避難所の設備の調査 

水、トイレ、風呂、電気、暖房について 

避難所の水について、経過日数における飲用水の確保設備、雑用水の確保設備 

避難所の公衆浴槽設備 

避難所の屎尿の経過日時における設備及び処理 

避難所の電気設備 

学校の避難所の整備については、国立教育政策研究所の調査では 平成 18 年で全国公立学校の避難

所に指定されている学校数は 33,670 校において、屋内運動場のトイレ等は半数以上の学校に整備され

ているものの、防災倉庫等の設置は約 27％、水を確保するための浄水設備等の整備は約 27％、自家発

電設備の準備は約 14％で、避難所のしてと防災機能の実態が必ずしも整合していない状況であるとして
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いる。その後 23 年の再度の調査（宮城県、岩手県、福島県を除く）は体育館のトイレは 78％、外から

使えるトイレは 65.７％の学校で整備されているが、防災倉庫・備蓄倉庫は 35.2％、水を確保する設備

は 29.7％、自家発電設備は 18％、非常用通信装置は 30.2％であったとしている。今後整備が急がれる

ところである。 

以上の内容を調査検討した上で、小委員会は避難所において給水、トイレ等の常備設備の種類、設備

の程度を提案することを目標として活動を進めた。 

                    

参考・引用文献 

1）Inter-Agency StAnding committee:IASC 自然災害発生時の被災者保護に関する運用ガイトライン 

2011-1 The Brooking-Bern Project on Internal Displacement 

http//hm.or.jp/activlty/shinsai_02pht 2013 1 27  

 

2）国立教育政策研究所データ 平成 23 年 8/5 
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第 1章 避難所の定義 

 

避難所の実態は災害対策基本法が根幹となっている。この法律の第一条は、「国土並びに国民の生命、

身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて

必要な体制を確立し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、

災害復旧及び防災に関する財政金融措置その他必要な災害対策の基本を定めることにより、総合的かつ

計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資することを

目的とする」となっている。 

(１) 定義区分 

災害対策基本法の下、中央防災会議が策定している防災基本計画では国、公共機関及び地方公共団体

に、災害予防、災害応急対策、災害復旧・復興の基本方針から施策を指示している。1） 

防災基本計画「第 2編第 2 章第 5節避難収容及び情報活動」で避難場所指定、開設、運営等々を示して

いる。避難所ではなく避難場所としている。よって正式な名称は避難場所になろうが、こだわる必要性

は高くないと判断する。 

避難場所分類は、広域一時滞在、指定避難、収容避難に区分されているが、実際の呼び方は、公共団体

により若干違いがあるが、機能用途は前記の 3種類である。 

大阪市は、市民向けに広域避難場所、一時避難所、収容避難所に区分説明している。2） 

･広域避難場所  33 か所 

 同時多発火災が発生し、人命に著しい被害を及ぼすと予測される場合の避難に適する大きな公園

など。 

•一時避難所  約 1350 か所 

 一時的に避難できる広場、公園や学校の校庭など。 

•収容避難所  約 550 か所 

 宿泊・給食等の生活機能を提供できる施設。小・中学校など。 

仙台市の例 3） 

•指定避難場所 

避難のために広場と建物を備えた施設で小学校、中学校、高等学校が指定されている。小学校区を

単位に１カ所以上を確保している。 

•地域避難場所 

指定避難所の確保が難しい地域の一時的な避難広場で、比較的大きな公園などが指定されている。 

避難広場の有効面積が 2500 ㎡以上を有する等の条件がある。 

•広域避難場所 

火災の広がりにより指定避難所などにとどまることが出来ないような場合の避難広場で、火災によ

る輻射熱、津波、がけ崩れなど地域の状況を勘案し適正に配置する。避難広場の有効面積を、おお

むね 5 ヘクタール以上有すること等の条件がある。 

•収容避難所 

自然災害等により住居等を失うなど、生活の場を失った者等の避難のための応急的な避難施設とし

て位置づけ、市民センター、コミュニティー・センター、体育施設等をもって確保する。 

各避難場所、避難所は地方公共団体が指定し、各市町村のホームページ 4,5）で場所等を記載している。 

（担当：山形県設備技術協議会 髙橋 秀一） 

 

参考・引用文献 

1）防災基本計画 中央防災会議 平成 24年 9 月 

2）大阪市ホームページ 

3）仙台市黒松小学校 避難所開設・運営マニュアル 

4）津波避難ビル等に係るガイドライン（案）：内閣府 

5）広域防災の拠点整備に関する調査 ：国土交通省 
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第 2章 阪神・淡路大震災及び東日本大震災の教訓 

 

2.1 阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター 

2.1.1 施設概要 

「阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター」は、2002 年（平成 14 年）4 月、国の支援を得て、

兵庫県が設置して、公益財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構が運営を行っている施設である。

阪神・淡路大震災の経験を語り継ぎ、その教訓を未来に生かすことを通じて、災害文化の形成、地域防

災力の向上、防災政策の開発支援を図り、安全・安心な市民協働・減災社会の実現に貢献することをミ

ッションとしている。「減災社会の実現」と「いのちの大切さ」「共に生きることの素晴らしさ」を世界

へ、そして未来へと発信している。また、防災や減災の世界的な防災研究の拠点として、災害全般に関

する有効な対策の発信地となることをめざしている。施設の役割と使命は、図 2.1.1の通りである。 

 

 

 人と防災未来センターには、調査研究機関が置かれおり、「スーパー広域震災時の大都市間連携情報の

高度化」や「大都市大震災における復興政策総合評価システムの構築」などの研究プロジェクトを立ち

上げている。 大規模災害発生時に災害対策を統括する機関に適切な情報提供を行い、被災地の被害軽減

と復旧・復興に貢献するために、震災などの大規模災害および防災に関する資料の収集・蓄積・体系化・

データベース化を継続して行っている。また、災害対策にかかるエキスパートの育成も行っている。さ

図 2.1.1 阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センターの役割と使命（ホームページより） 
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らに、アジア防災センターなどの国際研究機関を集約することにより、国際的な防災・人道支援の拠点

形成を図っている。2012 年（平成 24 年）末時点の入居機関と概要は、下記の通りである。 

① 国際防災復興協力機構（IRP）・・・2005 年 1 月に神戸で開催された国連防災世界会議を契機に

同年開設。 災害からの復興に国連機関等が連携して寄与するプラットフォームとして機能する

ことを目指している。 

② 国連 国際防災戦略事務局（UN/ISDR）兵庫事務所・・・UN/ISDR（本部ジュネーブ）の駐日

事務所として 2007 年 10 月に開設。UN/ISDR は 2005 年に兵庫県で開催された国連防災世界会

議の事務局であり、兵庫行動枠組の実施、国際防災活動の連携、防災・減災文化の構築を推進し

ている。 

③ 国際連合人道問題調整事務所（OCHA）神戸・・・2000 年に開設し、効果的な人道援助のため

に政府機関や国際機関と協力しながら援助活動の調整を行っている。災害対応と人道援助に関す

る情報サービスの二つの機能がある。 

④ アジア防災センター(ADRC)・・・災害が多発するアジア地域における多国間防災協力を推進す

る機関として、1998 年に設立。災害情報の収集・共有、人材育成、コミュニティー防災などの

事業を進めている。 

⑤ アジア太平洋地球変動研究ネットワーク(APN)センター・・・アジア太平洋地域における地球環

境に関する国際共同研究を推進していくため、政府間のネットワークとして 1999 年に神戸に設

立。気候、生態系、土地利用、大気、陸域及び海域における変化などに関する研究活動の支援や

開発途上国の科学的能力の開発、科学と政策の連携、啓発などに取り組んでいる。 

⑥ 財団法人国際エメックスセンター(EMECS)・・・第１回世界閉鎖性海域の環境保全会議(エメッ

クス会議)が神戸で開催されたのを契機に、閉鎖性海域の環境の保全と適正な利用を目指す研究

や情報交流のための国際的組織として 1994 年に設立。エメックス会議の開催や閉鎖性海域に関

する調査研究、環境管理技術の研修などの事業を行っている。 

⑦ 財団法人地球環境戦略研究機関(IGES)関西研究センター・・・地球環境問題に取り組む国際的

戦略研究機関である IGES の関西における研究活動拠点として 2001 年に開設。「産業と環境」

をテーマとして、関西の学術研究機関や企業、団体ならびにアジア太平洋地域をはじめとする内

外の研究機関と連携した調査研究、政策提言や普及活動を行っている。 

⑧ 財団法人瀬戸内海環境保全協会・・・世界に比類のない景勝地であり、漁業資源の宝庫でもある

国民共有の財産ともいうべき瀬戸内海の環境保全のための活動を行っている。瀬戸内海の環境保

全に関する思想の普及、意識の高揚、調査研究ならびに情報の収集・提供などに取り組んでいる。

1976 年設立。 

⑨ 公益財団法人 ひょうご震災記念 21 世紀研究機構・・・阪神・淡路大震災の教訓から得た 21 世

紀の成熟社会の基本課題である安全・安心なまちづくり、共生社会の実現を図るため、命の尊厳

と生きる歓びを高めるヒューマンケアの理念に基づき、総合的なシンクタンクとして調査研究を

進めるとともに、諸課題について政策提言等を行う。 

・復興 10 年総括検証・提言のフォローアップ 

・ヒューマンケアの理念に基づく尐子・高齢社会の諸課題への対応 

・21 世紀の地域づくりの先導と知的貢献 

・研究機関の連携による政策提言 

人と防災未来センターは、博物館施設の機能を有しており、「防災未来館」（2002 年 4 月開館）と「ひ

と未来館」（2003 年 4 月開館）がある。後者は、入場者数低迷のため 2009 年 3 月 31 日限りでいったん

閉館し、防災未来館と一体運営される施設に改修して、2010 年 1 月に再オープンした。 

人と防災未来センターは、兵庫県神戸市中央区の HAT 神戸（〒651-0073 兵庫県神戸市中央区脇浜海

岸通 1-5-2）にあり、施設の延床面積は、約 18,755 ㎡である。 

 

（2）展示ゾーン 

 前述したとおり、人と防災未来センターには、博物館機能を有しており、展示ゾーンとなっている。

展示ゾーンは、西館と東館に分かれており、それぞれ、図 2.1.2と図 2.1.3となっている。 
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（3）震災を語る 

 西館 3 階に、「震災を語り継ぐコーナー」が設置してある。ここでは、ビデオで震災体験を紹介した

● 資料室 

 

① 1.17 シアター 

 

② 震災直後のまち 

 

③ 大震災ホール 

 

④ 震災の記憶を残すコーナー 

 

⑤ 震災からの復興をたどるコーナー 

 

⑥ 震災を語り継ぐ コーナー 

 

⑦ 災害情報ステーション 

 

⑧ 防災・減災ワークショップ 

 

⑨ 防災未来ギャラリー 

 

● ガイダンスルーム 

図 2.1.2 人と防災未来センター・西館展示ゾーン 

図 2.1.3 人と防災未来センター・東館展示ゾーン 

① いのちの星の奇跡  

 

② 水の星の賛歌  

 

③ 風水害の脅威  

 

④ 市民ギャラリー  

 

⑤ あしたへ向かって 
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り、語り部が自らの体験を語ったりしている。自らの体験を生で語る語り部のインタビュー内容は、人

と防災未来センターのホームページで閲覧でき、2012 年（平成 24 年）末時点で、下記の内容が掲載さ

れている。 

第 1 回「大災害のときは、消防、警察、市職員はすぐさま現地に来ることはできません」 

第 2 回「家族の集合場所を決めていれば安心です」 

第 3 回「震災は私たちから大切なものを奪い また、たくさんのことを教えてくれました」 

第 4 回「尊い命を大事に?強く生き抜いてきたこの 10 年と地震への備え」 

第 5 回「日ごろからの近所づきあいは、いざという時のために必要だと思います」 

第 6 回「自分を守るのは自分。『防災』も大事ですが『減災』にもどうぞ目を向けてください」 

第 7 回「消防署員という立場で震災を体験。救助する側もされる側も、いざという時にできることは

限られています」 

第 8 回「クラッシュ症候群を乗り越え、たくさんの支えを受け、息子の分まで生きています」 

第 9 回「奇跡が奇跡を呼んだあの日。生き残った私の使命は『語り継ぐ』こと」 

第 10 回「震災の年、空き地に苦労して咲いたコスモス。でも、3 度目の秋は『もう咲かないで！』」 

第 12 回「私は、何かをするために生きることを許されたひとり…かもしれません」 

第 13 回「幸運に幸運が重なって、倒壊家屋下の生き埋め状態から奇跡の生還」 

第 14 回「自分の命は自分で守る（自助）－地震に強い建物で、暮らすことも減災です」 

第 15 回「嘘のような本当」の体験を通じて、子どもたちやこの街の未来を見守りたい」 

第 16 回「ボランティアに参加したいと思った時、本当に役立つために」 

第 17 回「一緒に震災を乗り越えた紫陽花とシダの成長が、私の生き甲斐です」 

第 18 回「震災直後に病気発覚。闘病を通じて「人の痛み」がわかるようになりました」 

第 19 回「復興した神戸の街も、一歩足を踏み入れればまだ多くの苦しみを抱えています」 

第 20 回 「国内外からの支援に感謝するとともに、未来ある方々に啓発の意味を込めてお話ししたい」 

第 21 回「テレビで観た被災地の映像。自分が同じ体験をするとは思いませんでした」 

第 22 回「ゴジラ映画を彷彿とさせる悪夢のような現実。生きるか死ぬかの緊迫した世界を語る」 

第 23 回「我が町のために立ち上がり、激動の 10 年をひた走ってきました」 

第 24 回「さまざまな人生経験を重ねてきた中で、震災はひときわ大きな出来事でした」 

第 25 回「次々と思い出される辛かったこと。でも、たくさんの温かさにも触れました」 

第 26 回「悪条件での消火活動、最善を尽くしても救えない命。私が見た震災被害の現場」 

第 27 回「普段から自然観察をして、大地震にしっかり備えてください」 

第 28 回「困っている方のお力になれるよう、日々体力と精神力を鍛えています」 

第 31 回「明日からどうすれば…」から「何かやらなきゃ」に変わっていきました」 

第 32 回「運転中に起きた大地震で、前方の道路がクネクネとうねるように見えました」 

第 33 回「助け合う「やさしさ」と、必要な時に思い出す「学習」を大切にしてください」 

第 34 回「大震災では、住宅が命を奪う凶器となり得ることを覚えておいてください」 

第 35 回「災害はいつ起こるかわかりません。だからこそ、「いつでも」の備えが必要です」 

第 36 回「生きることの大切さ、ありがたさを若者たちに伝えたい」 

第 37 回「あの震災は私にとって何だったのだろうか？15 年という歳月を経て、初めて震災が与えた

試練とその後の人生の影響を振り返る」 

第 38 回「震災は不幸な出来事でしたが、人と人のつながりを実感し、学校教育における心の大切さ

を認識させられました」 

第 39 回「いつでも災害に備えることが大切です。そして自宅が全壊して知った友人のありがたさを

忘れることができません」 

第 40 回「阪神・淡路大震災を経験し、東日本大震災等の巨大災害と比較するなかで、安心安全に暮

らしていくための減災への提案を行う」 

第 41 回「消防士から見た阪神・淡路大震災と東日本大震災と防災・減災対策の必要性」 

第 42 回「全国初の緊急時食糧調達協定の実践に奔走」 

第 43 回「災害は忘れた頃にやってくる」 

第 44 回「被災地の悲しみを忘れず、やさしさわすれないで、心を届けること」 

（担当：株式会社ユアテック 赤井仁志） 
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2.1.2 見学記（1） 

2010 年 3月 10 日に“阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター”を訪ね、語り部ボランティア、

奥秀雄さんの阪神・淡路大震災においての体験談を伺う。 

（1）体験談 

a．震災当時、私は神戸で 35 名の社員の牛乳工場を経営していた。 

b．牛乳工場は鉄筋コンクリート造、４階建てで 1、2 階は工場、3、4 階は事務所等に使用していた。 

c．当日（1995 年 1 月 17 日）は会社へ車で出勤途中であり、運転中は地震に気がつかなかった。 

d．工場に着いてみると、牛乳の貯蔵タンクは地震により横転破損し、牛乳貯蔵タンク内の牛乳はほと

んどが排水溝に排水されてしまっていた。 

e．震災直後の工場で私は震災後の事後処理でここに残るか、自宅へ救援に向かうか悩んだ末、車で自宅

へ行くことを選択した。 

・・・震災を体験し、このような状況で、どうしたらいいのか今後に備え、事前に考えておく必要が

あると思う。 

f．震災直後、車で自宅に向かう道路は震災直後ということもあって、特に交通渋滞、道路を遮断する障

害物もなく自宅に戻ることが出来た。 

 

写真 2.1.1 阪神・淡路大震災での港湾被災状況（震災神戸港震災メモリアルパーク内で実物保存） 

 

ｇ．自宅に着くと家屋の全壊は免れたが、自宅内での生活は難しく、避難所（４階建ての小学校）での

生活をしようと申し込みを行った。しかし既に満員で、ここへの入所は出来なかった。 

ｈ．会社では建物の全壊を免れたが、上層階の事務所の床は傾き、当初ここでの事務作業は困難と思わ

れた。 

しかし、すぐにこの傾いた建物内の環境にも慣れ、自分自身、厳しい環境への適合性があると関心

したりもした。 

ｉ．会社の 1階、すなわち地上階に降りてくると、急に嘔吐が始まり、やはり気がつかないうちに相当

な精神的負担があったものと思われる。 

ｊ．会社の運営において、震災前は牛乳等の事業排水の処理は神戸市が行ってくれたが、震災後は各事

業者が自身で排水処理を行い排水するように指導された。 

しかし行政指導に従うのは現実的に不可能なため、牛乳工場の事業継続を断念した。 

ｋ．震災から長い一日が過ぎ、震災直後には新たな地震に備え”防災グッズ”を備えていたが、今はそ
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の備えもしなくなってしまった。 

しかし、震災を体験し、震災に対する”心構え”だけは持っているつもりである。 

ｌ．先にトルコにおいても大震災があり、先日、トルコの緊急支援担当の方が当センターに神戸におい

ての震災後の復興状況の調査に来られた。 

 

（2）その他談話 

ａ．震災において一番困ったことは排便の処理問題であった、被災生活においては下記のような方法で

各人の排便処理を行った。 

①.崩壊を免れたデパート等の使用出来るトイレを探し、長蛇の列を作り各自排便を行った。 

②.最寄りに使用出来る便器が無いところでは屋外に穴を掘り排便処理をした。 

 

ｂ．避難施設での問題 

①.避難施設生活初期段階 

被災避難所では被災者は互いに被災者同士ということで、互いに励まし合い、和やかな雰囲気で

あった。 

②.避難施設生活中期段階 

被災避難所の避難者間でも家屋全壊の避難者と、家屋倒壊はのがれたものの自宅内での食事が困

難な為、食事の為に避難施設で生活する人とが共存する状態となり、この被災状況の差が相互の人

間関係に微妙な影をつくりだした。 

 

③.避難施設生活後期段階 

避難生活が長期になるにつれ、被災避難者は倒壊した自宅から避難所に生活用品を徐々に持ち込

み、これらにより避難施設内の居住スペースが手狭になり、このスペースの取り合いによるトラブ

ルが増加し始めた。 

ｃ．ブルーシート不足問題 

家屋の屋根損壊の被害を受けた人の中には、ビニール製のブルーシートを屋根に張り、これにより

一時的に家屋内への降雤対策を施した。 

これが評判となり、各家屋一斉にこの手法により降雤対策を始めた。しかし、これにより、ブルー

シーﾄが瞬く間に不足となり被災近隣周辺の県に迄この不足状況が波及した。 

 

ｄ．家屋解体に関して 

倒壊家屋は役所に申請すると、役所の負担で家屋の解体撤去をおこなってくれた、この作業は自衛

隊、民間企業の両方で行ったが、とりわけ自衛隊の解体撤去作業は丁寧で住民に好評であった。 

 

ｅ．借地権問題 

震災で家屋が倒壊し、この倒壊家屋撤去後には、この跡地に以前の住人の知らぬ家屋が建設されて

いた。 

これはこの土地が借地で、地主は倒壊家屋が撤去されて既に無い為、賃貸契約は解消したものと判

断し、借地人の許可なしに新しい借地人を決め、この土地を貸してしまった為であった。 

その後、この問題により法律が整備され、元の借地人の権利が優先されることが明記された。 

 

ｆ．震災後の治安問題 

先日のハイチ大地震においては震災後の治安問題が話題となっていた、しかし、阪神・淡路大地震

においては一部報道では震災後の震災地での治安は保たれていたと報道されていた。 

しかし、現実には一部の人々が震災後に私の牛乳工場内に勝手に入り込み、平然と冷蔵庫に保管し

てあった牛乳を無断で持ち出して行った。 

私はこの牛乳は、いずれ被災者への支援に使おうと思っていただけに、歯がゆい思いでこの状況を

見ていた。 

私は牛乳を被災者への支援に使用する場合、保健所での検査、許可を経てから必要な住民に提供し

ようと思っていた。それだけに、無断で持ち出した人々にも保健所の検査を受け、飲用としての安全
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性を確認してから飲用してほしかった。 

              写真 2.1.2 復興後の神戸市内の風景 

 

                            （担当 エスワイ設備設計 山崎 悟） 
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2.1.3 見学記（2） 

(1) 施設見学 

 平成 22 年（2010 年）3 月 11 日に「人と防災未来センター」の施設見学を実施した。調査内容は以下

の通りである。 

a. 被災状況 

平成 7 年（1995 年）1 月 17 日午前 5 時 46 分に発

生した阪神淡路大震災（マグニチュード 7.3、最大

震度 7）は、大規模な都市型災害であり、死者 6,434

人、負傷者 43,792 人、全壊住宅 104,906 棟、半壊

住宅 144,274 棟、全焼建物 7,036 棟、電話不通

300,000回線、停電2,600,000戸、ガス停止860,000

戸、断水 1,300,000 戸の被害を受けた。 

b. ライフライン 

完全普及では、ガス 4/11（震災 84 日後）、電気 1/23

（震災 6 日後）、水道 4/17（震災 90 日後）、下水

道（仮設）4/20（震災 93 日後）、電話 1/31（震災

14 日後）であった。 

ガスは一旦、供給を止めると再送するのに数千人

の人員と数ヶ月の時間が必要であった。 

神戸市の水道に関しては、4,000kmの配水管1,439

ヶ所、給水管 11,823 ヶ所に宅地内 50,828 ヶ所を

加え、64,090 ヶ所の被害があった。被害の大半は

地中で、復旧の際には、道が狭いため、工事車両

が入れないことで復旧が遅れた。配管の被害としては、継手の離脱が最も多く、管体の折れ、給水

装置の破壊が原因であった。 

c. 配給状況 

1/17～3/31 日まで、毛布 110,121 枚、ペットボトル 125,733 本が配られた。 

使い捨てカイロ 3 個/人（廊下にいる人は 5 個）夜はかなり寒く、温まるには程遠い状況であった。 

d. 避難所の実態 

震災 5 日後の市環境局のバキューム到着時のある学校の避難所のトイレ状況は、構内 12 ヵ所に詰ま

りがあり、さらに仮設トイレ 8 つの全てが使用不可能であるという状況であった。 

学校の避難所実績として、ピーク時に 1,153 ヶ所 135,678 人が使用した。4/8 には 608 ヶ所 44,973

人が利用した。 

仮設風呂は、調査件数 41 ヶ所で 190 基が設置された。利用者数は 3990 人、1 ヶ所平均 97.3 人、最

大 350 人、利用時間 8.6 時間、1 基 1 時間当たり 2.4 人の利用であった。 

公衆浴場は、1/20 で 5 施設、1/末で 22 施設、水道が完全に使えるようになった。3/末で 75 施設、

4/末で 92 施設まで増えた。 

1 週間後には、食料や水など避難所に安定供給がされるようになった。 

避難場所については、車テントで 7.9％、避難所で 39.7％（安全に思えたが 43.5％）であった。避

難行動についての調査では、避難した 49.8％、避難しなかった 46.9％であった。 

避難所のにおいがひどかった。トイレもできなかった。 

e. トイレ問題 

廃棄物研究会の調査では、仮設トイレ設置まで、トイレをどうしていたかの回答に、新聞 17％、穴

掘った 8％で他に木陰や空き地の回答があった。 

「避難所のトイレは使えたのか」の回答では、使えたが 56％、使えない 39％（理由：水が無い、壊

れている）があった。他には、てんこもり状態、暗い、プライバシーが守れないなどがあった。   

仮設トイレは 5400 基設置された。1/20 に 280 基が設置され、通水率は 23.8％、1/25 に 1473 基設

置で、44.7％（160 人に１基）、2/2 に 2421 基 62.2％（90 人に１基）、2/7 に 2826 基 70.3％（70

人に１基）、2/20 に 3041 基となり、81.1％で 60 人に１基となった。 

写真 2.1.3 西館では震災直後の街並みの中

を歩くことが出来る 1)。 
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f. その他 

ある高齢者は風呂にあった水で何とか自炊していた。 

診療所を低下させる主要因として、上水道の供給不能 73.6％、ガスの供給不能 54.0％、連絡不通が

60.1％、医薬品が 20.9％、従事者の不足が 44.2％であった。 

g. 教訓 

住宅密集（都市化）が進み、建物の老朽化もあった。そこに震災が起こったので、被害が大きかっ

た。次の災害を想定して、減災に勤めなければならない。 

(2) 談話 

 施設案内のボランティアの方と談話をした。「震災後、水や毛布などの配布は十分だったのか。」「ひと

家庭にどの程度配布されたのか。」の 2 点を質問した。 

a. 毛布などは、倒壊した自宅から引っ張り上げて使用（衣類を含めて）した。配布された毛布は、自分

の毛布にさらにプラスしてという状況であった。 

b. 水は、冬であったことが良かった。あまり喉が渇かなかったので、水に困ったという印象はなかった。

配給されたもので間に合った。 

c. 食べ物も、電気が 3 時間程度で復旧したので、ホットプレートで料理をした。 

d. とにかく困ったのがトイレで、仮設トイレは使用できなった。 

 

参考・引用文献 

1) 人と防災未来センターホームページ：観覧案内・展示ガイド，http://www.dri.ne.jp/ 

 

（担当：株式会社ユアテック 草刈 洋行） 
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2.1.4 見学記（3） 

（1）施設見学 

平成 25年（2013 年）3月 13 日に「人と防災未来センター」の施設見学を実施した。調査内容は以下

の通りである。 

 

a.展示内容 

 展示中心のいくつものコーナーが存在するなかで「防

災・減災ワークショップ」では実験を通じて災害・防災に

関する実践的な知識を知ることができる。マグニチュード

など言葉で言われても不明瞭な数値もボールの大きさを使

うことによってわかりやすく説明されている。新たに東日

本大震災のマグニチュード 9.0 を表すボールも作られ展示

されていた。また耐震実験・液状化実験をビデオを踏まえ

ながら解説を行ってくれる。 

 

b.避難所の実態 

32 万人の避難者（ピーク時）が避難所で生活を行い、こ

の内 6割の避難者が学校へ避難していた。神戸市の地域防災計画では 364 ヵ所が指定避難所として指定

されていたが、避難所が足りなかったため、最終的には未指定避難所も含めて 601 ヵ所 2)の避難所が開

設されていたと言われている。指定避難所においては避難しても食糧・水等の備蓄もなく、学校内の設

備（実習室等）は使用禁止にされ生活環境は劣悪を極めた。また未指定避難所においては各々がキャン

プ用のテント等を持ち寄り公園などで生活を共にしていた。 

 

c.液状化被害 

平成 7年（1995 年）1月 17 日の阪神・淡路大震災では液状化現象により「噴砂」、砂よりも大きな岩

や礫(れき)が噴出する「噴礫」が起こった。噴礫は、直下型地震の強い衝撃波により、地下水が上昇す

ると同時に、埋め立て地の地層が破壊されたためと噴礫が起きたと考えられている。 

 液状化の後、砂の粒子の結束が硬くなり、地層が収縮して地盤沈下が起こりやすく、また、地層が平

坦でない場合や岸壁で流動化が起こることにより、地盤が低い方や海側へずれる「側方流動」が発生す

る。阪神・淡路大震災では、沿岸部のポートアイランドの岸壁や建築物の基礎を破壊する大規模な被害

をもたらした。 

 

d.談話 

施設案内ボランティアの語り部さんに「地震に対する備えとして何が重要でしたか？」と質問すると、

語り部さんは地震の備えとして重要なのは建物の強度であり、阪神・淡路大震災では多くの方が建物の

倒壊により命を落としています。食べ物が無くても 1日程度は飲まず・食わずでも飢えを感じるような

ことは無かった。 

また「飲料水や生活用水はどうしていたのですか」と質問すると、飲料水は救援物資としてペットボ

トル・給水車ですぐに供給されるようになりました。しかし、トイレ洗浄などに使用する生活用水が不

足しており、風呂の残り湯を使おうと考えたが、残り湯は地震の揺れで半分以上が流失してしまい、生

活用水の確保が困難であった。その為、井戸の水を活用する人が後を絶たなかった。 

 

参考・引用文献 

1) 人と防災未来センターホームページ：観覧案内・展示ガイド，http://www.dri.ne.jp/ 

2) 消防庁編：阪神・淡路大震災の記録（2），ぎょうせい，1996 

 

（担当：東北文化学園大学 福井 啓太、久住 知裕） 

 

 

 

写真 2.1.4 防災・減災ワークショッ

プの風景 1） 

http://kotobank.jp/word/%E9%98%AA%E7%A5%9E%E3%83%BB%E6%B7%A1%E8%B7%AF%E5%A4%A7%E9%9C%87%E7%81%BD
http://kotobank.jp/word/%E8%A1%9D%E6%92%83%E6%B3%A2
http://kotobank.jp/word/%E7%A0%B4%E5%A3%8A
http://kotobank.jp/word/%E7%B5%90%E6%9D%9F
http://kotobank.jp/word/%E5%8F%8E%E7%B8%AE
http://kotobank.jp/word/%E5%B9%B3%E5%9D%A6
http://kotobank.jp/word/%E5%B9%B3%E5%9D%A6
http://kotobank.jp/word/%E5%A0%B4%E5%90%88
http://kotobank.jp/word/%E5%B2%B8%E5%A3%81
http://kotobank.jp/word/%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E3%82%A2%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%89
http://kotobank.jp/word/%E5%BB%BA%E7%AF%89
http://kotobank.jp/word/%E5%9F%BA%E7%A4%8E
http://kotobank.jp/word/%E8%A6%8F%E6%A8%A1
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2.2 避難所の実態 

2.2.1 阪神・淡路大震災 1)2) 

 阪神・淡路大震災では、被災者が学校など公

的な避難所の他、会社、公園、駐車場などの私

的な避難所にも避難した。 

(1) 避難行動 

 総合研究開発機構（1995）が調査した「大都

市直下型震災時における被災地域住民行動実態

調査」から、地震発生当日の宿泊場所を図 2.2.1

に示す。 

地震発生当日は、「自宅」が 6 割を超えて最

も多く、次に「学校」などの公的施設、「親戚の

家」、「近隣の人の家」、「勤め先の社宅や施設」

の順に続いている。 

 この結果から、地震発生当日に避難所で過ご

した被災者は、全体の 3 割程度であったと推測

されている。 

(2) 避難所の開設 

 まちづくり計画研究所が調査した「阪神淡路

大震災避難所・ボランティア活動に関する調査

研究」から、地域別の避難所の割合を図 2.2.2

に示す。 

 神戸市内の避難所が全体の約 6 割を占め、西

宮市が約 2 割、尼崎市が 1 割、芦屋市と淡路島

は、1 割以下であった。これらの避難所のうち、

5 割弱が避難地・避難場所・避難所として指定

されており、残りの 5 割強は私的な避難所であ

った。また、避難所の 8 割以上が地震発生当日

の 1 月 17 日に開設されている。 

(3) 避難所の種類と規模 

 まちづくり計画研究所が調査した「阪神淡路

大震災避難所・ボランティア活動に関する調査

研究」から、避難所の種類を図 2.2.3に、避難

所 1 か所あたりの避難者数を図 2.2.4示す。 

避難所の種類は、5 割強が学校（幼稚園、小

学校、中・高校、大学など）で、全体の約半数

と最も多い。次に集会所などの公共施設が 3 割

強、公園・空き地と民間会社の施設はいずれも

1 割以下であった。 

 避難所 1 か所あたりの避難者数は、100 人以

下が約 4割で最も多く、100～200人が 2割弱、

501～1000 人と 201～300 人は 1 割前後で、避

難者数による避難所規模は、大規模と小規模に

分かれた。さらに、100 人以下の避難所の約 5

割が集会所などの施設で、1001 人以上の避難所

のほとんどが教育施設であった。 

(4) 避難所の問題点 

建築学会近畿支部の会員、長田区、淡路島の避

難所にアンケート調査を行い、避難生活において問題点と考えたすべてを指摘してもらう質問をした。

図2.2.5 に7 項目について各項目の指摘件数を示している。このうち設備への項目としては、用便>入

図 2.2.1 地震発生当日の宿泊場所 

（総合研究機構(1995)p.46 の図 16 を基に作図） 

図 2.2.2 地域別の避難所の割合 

（まちづくり計画研究所(1995)p.13 の図を基に作図） 

図 2.2.3 避難所の種類 

（まちづくり計画研究所(1995)p.14 の図を基に作図） 

図 2.2.4 避難所 1 か所あたりの避難者数 

（まちづくり計画研究所(1995)p.17 の図を基に作図） 
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浴>ゴミ処理>換気>騒音>照明>暖房>の順で

指摘件数を示している。近畿支部は用便50%、

入浴38%、ゴミ処理13%、換気11%、騒音9%、

照明8%、暖房7%、長田区は用便33%、入浴

37%、ゴミ処理4%、換気7%、騒音3%、照明

7%、暖房14%、淡路島は用便2%、入浴4%、

ゴミ処理0%、換気0%、騒音0%、照明0%、

暖房13%であった。市街地と農村部で指摘事

項に異なりが有り、これらのことから建築設

備分野の避難所の役割は重要な分野である

ことが明らかとなった。 

 

参考・引用文献 

1) 松井豊、水田恵三、西川正之：あのとき避難所は 阪神・淡路大震災のリーダーたち(1998)，プレー

ン出版㈱，pp.15～21 

2) 大阪大学出版会：阪神・淡路大震災における避難所の研究，1998，p.63 

 

（担当：株式会社ユアテック 草刈 洋行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.5 避難所における避難者の苦情 
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2.2.2 東日本大震災 

（1）避難所での生活期間 

 震災直後から避難所での生活期間は岩手県と福島県で９１日以上が多く、宮城県においては６１日～

９０日間が多かった。３県とも半数以上が長期の避難所生活をしいられている。 

図 2.2.6 避難所における生活期間について（N＝870）1) 

 

（2）東日本大震災の避難所における問題点 

 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会が避難者に避難所生活で困っ

たことについて避難所・仮設住宅を訪問し面接方式で一問一答のアンケート調査を行った。図 2.2.7 に

避難所生活における避難者の困ったことについて示す。アンケート調査の内容より設備の項目として入

浴＞用便＞ゴミ処理の順に回答件数が多かった。用便の問題は阪神淡路大震災のころより問題として指

摘されていたこともあり、仮設トイレの設置が早かったため問題があまり発生しなかったと考えられる。

しかし、シャワー・入浴等に関しては、簡易的な入浴設備を持っている人・地域も尐なく被災地域が広

い為、自衛隊・米軍の設備だけでは全ての避難所をカバーできず苦情が多かったと考えられる 

 図 2.2.7 避難所生活における避難者の困ったこと（N＝870）1) 

0% 10% 20% 30% 40%

無回答

91日以上

61～90日

31～60日

15～30日

8～14日

1～7日

全体

0% 10% 20% 30% 40%

無回答

91日以上

61～90日

31～60日

15～30日

8～14日

1～7日

岩手県

0% 10% 20% 30% 40%

無回答

91日以上

61～90日

31～60日

15～30日

8～14日

1～7日

宮城県

0% 10% 20% 30% 40%

無回答

91日以上

61～90日

31～60日

15～30日

8～14日

1～7日

福島県

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

特にない

その他

ゴミ処理のルールがない

トイレの数が尐ない

シャワー・入浴ができない

常用している薬が不足している

医師や看護師などの巡回が尐ない

子供が遊べたり、友人と話せるスペースがない

話し相手が尐ない

被災前の地域コミュニティが確保されていない

家族の安否が確認できず、不安だった

テレビやパソコンなどが尐なく、欲しい情報を得ること…

プライバシーが確保されていない

着替えが尐ない

満足できる食事が出来ない

水道・電気・ガスなどのインフラが復旧していない

回答件数

福島県 宮城県 岩手県 全体
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男女別に比較すると、災害直後からの避難所での生活で困っていることについて，女性は，「シャワ

ーや入浴があまり出来ない」（49.5％），「プライバシーが確保されていない」（39.0％），「トイレの数が

尐ない」（27.8％）の割合が男性に比べて高くなっており，女性の方が避難所での生活について不便と感

じている人が多い傾向がみられた。 

図 2.2.8 男女別の災害直後からの避難所での生活について困っていること（N＝870）2)  

 

（3）避難所に必要な物資 

仙台市が地域防災計画の全面見直しを行うにあたり、東日本大震災を経験した市民に今後の防災対策

を検討する上での基礎資料とすることを目的として無作為に抽出し、アンケート調査を実施した 3）。 

図2.2.9に避難所に必要な物資について示す。避難所生活に必要な物資（複数回答）は、「冷暖房器

具」が42.3％と最も多く、次に「携帯電話の充電器」（33.8％）、「発電機」（29.8％）、「防寒具」

（29.5％）、「ラジオ」（28.2％）が3 割前後で続いている。 

 

参考・引用文献 

1）内閣府・消防庁・気象庁共同調

査：東北地方太平洋沖地震を教

訓とした地震・津波対策に関す

る専門調査会参考資料 1、平成２

３年度東日本大震災における避

難行動に関する面接調査（住民）

単純集計結果より抜粋 

2）内閣府・消防庁・気象庁共同調

査「津波避難等に関する調査」

（平成 23 年）を基に，内閣府男

女共同参画局が男女別集計した

ものを抜粋 

3）仙台市：東日本大震災に関する

市民アンケート調査報告書，

2012，p.43                   図 2.2.9避難所に必要な物資（N＝7,565）3） 

（担当：東北文化学園大学 福井 啓太） 
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シャワー・入浴ができない

常用している薬が不足している

医師や看護師などの巡回が尐ない

子供が遊べたり、友人と話せるスペースがない

話し相手が尐ない

被災前の地域コミュニティが確保されていない

家族の安否が確認できず、不安だった

テレビやパソコンなどが尐なく、欲しい情報を得ること…

プライバシーが確保されていない

着替えが尐ない

満足できる食事が出来ない

水道・電気・ガスなどのインフラが復旧していない

回答件数
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第 3章. 避難所における建築設備の耐震性 

 

3.1 施設の耐震安全性 

施設整備に当たり、施設の機能、被害を受けた場合の社会的影響及び立地する地域的条件を考慮し、

施設の分類、構造体、建築非構造部材及び建築設備等について、大地震に対して施設が持つべき耐震

安全性の目標を定め、その確保に努める。 

特に避難所は、災害が発生した際には不特定多数の被災者を受け入れるための施設であるため、人

命及び物品の安全確保が特に重要な施設となる。そのため、他の施設に比べ大地震に対しても耐震性

能に余裕を持たせる必要がある。 

 

3.2 構造体の耐震安全性確保 1），2） 

  避難所の大地震動に対する構造性の耐震安全性の目標は、分類Ⅱ類の建築物を設定する。 

分類Ⅱ類は、大地震後、構造体について大きな補修をすることなく、建築物を使用できることを目標

とし、人命の安全確保に加え施設の十分な機能確保が求められる。 

 

3.3 建築非構造部材の耐震安全性確保 

  避難所の大地震動に対する建築非構造部材の耐震安全性の目標は、分類 A 類を設定する。 

 分類 A 類は災害応急対策活動に必要な施設等であり、施設の外部及び活動拠点室、活動支援室、活動

上重要な設備室等における建築非構造部材について、大地震動後、災害対策活動等を円滑に行ううえ

でも、建築非構造部材の損傷等が発生しないことを目標としており、人命の安全確保に加え十分な機

能確保が図られている。また、特に機能の停止が許されない室（地域住民・被災者のための応急避難

場所）では、要求される機能に応じた検討を行う必要がある。 

 

3.3.1 建築非構造部材の耐震設計 

  建築非構造部材は、大地震動時の構造体の変形に対しても追従するとともに、大地震動時の水平方

向及び鉛直方向の地震力に対しても、安全性を確保することが必要となる。 

 

3.3.2 建築非構造部材の各部設計 

  建築非構造部材の各設計は、大地震動時及び大地震振動後において、建築非構造部材が所要の機能

を発揮するよう、建築構造部材の特性及び接合部の接合方法を的確に把握したうえで適切に行う。 

 

3.4 建築設備の耐震安全性確保 

3.4.1 基本事項 

（1）避難所の大地震に対する建築設備の耐震安全性の目標は、分類乙を設定する。 

  分類乙類は、大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていることを目標とする。 

（2）大地震後においても機能する必要のある設備機器、配管等は他からの波及被害を受け難いように

配慮を行う。また、ライフラインの途絶に備えた対策を検討する必要がある。 

 

3.4.2 建築設備の耐震設計 

（1）設備機器及び配管等は、大地震動時の水平方向及び鉛直方向の地震力に対し、移動、転倒及び破

損等が生じないように固定する。 

（2）配管等は、大地震動時の構造体の変形及び地盤との相対変位に追従するとともに、所要の機能を

確保する。 

 

3.5 学校施設の非構造部材の耐震化 3),4） 

3.5.1 学校施設における東日本大震災の被害状況 

（1）今回の震災においては、多くの学校施設で天井材、照明器具、外壁（外装材）の落下など非構造

部材の落下により、負傷する人的被害が生じたほか、学校施設が応急避難場所として使用できない

といった事態も生じた。 
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（2）非構造部材の被害の中でも、致命的な事故が起こりやすい屋内運動場の天井材、照明器具、外壁

（外装材）、バスケットゴールの落下等の落下防止対策を特に進める必要がある。 

 （※上記の非構造部材とは、柱、梁、壁、床等の構造設計の主な対象となる部材以外に天井材、内・

外装材、照明器具、設備機器、窓ガラス、家具等を指す。） 

 

3.5.2 非構造部材の被害事例 

（1）非構造部材の被害は、構造体の損傷が軽微な場合でも生じており、公立学校施設における非構造

部材の被害の事例は以下のとおりである。 

（平成２３年６月１６日現在） 

天井材の被害 照明器具の被害 外壁（外装材）の被害 

１，６３６校 ４１０校 ９６８校 

             ※教育委員会の報告において確認できた被害（落下、損傷等）を計上。 

 

a.天井材の落下により生徒が怪我をした被害事例 

・前日行われた卒業式の反省会のために体育館に集まっていたところ、震度５強の地震により 

 天井材が崩壊、鉄製の照明カバー計７個が落下。 

・女子生徒１人が８針を縫うけがを負った他、生徒１９人が打撲等で病院に行った。 

（平成 23 年 3 月 24 日読売新聞の記事から要約） 

 

b.バスケットゴールが被災者のそばに落下した被害事例 

・被災者が避難した宮城県内各地の体育館で、天井や壁に固定したバスケットゴールの破損が相

次いで見つかる。 

・仙台市の小学校では、ゴール板の固定金具が破損し傾いたことから、避難中の約４００人が隣

の校舎への２次避難を強いられた。 

・女川町の総合体育館では、余震により被災者のそばにゴール板が落下。 

（平成 23 年 4 月 15 日朝日新聞の記事から要約） 

 

3.5.3 非構造部材の耐震対策の考え方 

非構造部材は多種多様であり、対策の方法も様々あるが、想定される「危険の芽」をできる限り

摘み取れるよう、可能なものから速やかに対策を講じ、地震発生時の被害を少しでも軽減する必要

がある。 

このような考え方に基づき、今後の学校施設の整備に当たっては、地震発生時に児童生徒等の安

全を確保するとともに、引き続き、応急避難場所としての役割を果たすことができるよう、構造体

の耐震化だけでなく、天井材、照明器具、外壁（外装材）及び設備機器等の落下防止、窓ガラスの

飛散防止、家具の転倒防止など、非構造部材についても耐震対策を図ることが極めて重要である。 

 

3.6 屋内運動場における非構造部材の耐震対策 5） 

（1）特に天井高の高い屋内運動場については、体育の授業や集会、行事など大勢の子どもたちが頻繁

に集まることに加え、身を隠す家具等もないことから、天井材や照明器具等が落下した場合は大惨

事になるおそれがある。また、非構造部材の被害により、震災では外壁（外装材）に被害が見られ

ただけで屋内の使用をやめた事例があったことなどから、以下の具体的な対策を参考に非構造部材

の耐震化を進める必要がある。 

 

（2）天井高の高い大規模空間の社会体育施設等についても屋内運動場と同様に、天井材や照明器具等

の落下防止対策として、非構造部材の耐震対策を進める必要がある。 

 

（3）屋内運動場等の大規模空間における天井材等の耐震対策については、それぞれの施設の状況に応

じて十分な検討が必要であるため、設計実務者等の専門家との連携が重要である。 
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（4）屋内運動場の天井材、照明器具、外壁（外装材）、バスケットゴールの具体的な落下防止対策の例

は以下のとおりである。 

 

【天井材】 

・振れ止めの設置 

・天井材の撤去、軽い天井材（仕上げボード）の使用 

・落下防止ネットの設置 

 

 

 

写真 3.6.1 振れ止め設置の例 

 

【照明器具】 

・質量の大きな照明器具は構造体から直接吊る。その際、必要に応じて照明器具の揺れ止めを設置す

る。 

写真 3.6.2 照明器具の振れ止め設置の例 

 

【外壁（外装材）】 

・アンカーピン等による補強 

・層間変位追従性の高い工法による外壁（外装材）の設置（ＡＬＣパネルの場合） 
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  図 3.6.1 アンカーピンによる補強の例   図 3.6.2 層間変位追従性が高い取り付けの例 

 

【バスケットゴール】 

・取付金物に緩み等がないように支持材に緊結する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3.6.3 天井に取り付けられたバスケットゴール    写真 3.6.4 バスケットゴールの脱落 

 

3.7 避難所における建築設備の耐震性に関する提案 

避難所における建築設備の耐震対策は、一次的には大地震発生時に人命確保を目的に建築設備を構造

体に堅固に支持する。次に避難所が安全に利用することを確認したうえで、地域住民が避難所を利用す

る場合、屋内体育館等の高天井から仕上げ材や天井に取付けた照明器具等の落下事故が大きな危険要素

になる。特に避難所として利用する期間中はこのような二次災害の発生防止対策が重要となる。 

設備機器の落下防止策は、まずは設備機器等の構造体への本体固定を行い、次に非構造部材等の多様

な揺れにも対応した振れ止め材の増設、最後に天井からの二次災害防止対策として照明器具、吹出口等

の落下防止対策（落下防止ネット、落下防止ワイヤー等）の取り付けが有効となる。 

 

参考・引用文献 

1) 官庁施設の総合耐震計画基準 国土交通省大臣官房官庁営繕部 平成 19 年 12 月 5 日改定 

2) 官庁施設の総合耐震診断・改修基準 建設省大臣官房官庁営繕部 平成 8 年 10 月 24 日制定 

3）「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について」の取りまとめについて 平成 23 年７月

７日 文部科学省大臣官房文教施設企画部施設企画課 

4）「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言 平成 23 年７月 東日本大震

災の被害を踏まえた学校施設の整備に関する検討会 

5）「学校施設の非構造部材の耐震対策事例集」 平成 24 年 3 月 文部科学省 

 

（担当：国土交通省 東北地方整備局 佐藤 唯男） 
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第 4章. 避難所の建築設備を考慮した事例 

 

2007 年（平成 19 年）8 月（平成 20 年 7 月一部追記）に、国立教育政策研究所 文教施設研究センタ

ー 避難所となる学校施設の防災機能に関する調査研究会が作成した『学校施設の防災機能の向上のため

に～避難所となる学校施設の防災機能に関する調査研究報告書～』1)と、2011 年（平成 23 年）10 月 26

日に、文部科学省大臣官房文教施設企画部施設助成課がまとめて公表された『公立学校施設整備に関す

る防災対策事業活用事例集』2)、空気調和・衛生工学会『学校トイレの計画・メンテナンスマニュアル

～つくる、使い続ける みんなの学校トイレ～』3)、学校のトイレ研究会誌 4) 5)等の文献調査をおこない、

学校を避難所として利用する場合の建築設備の対応を考察した。 

 

4.1 災害用井戸の設置（東京都調布市） 

調布市では、基本計画推進プログラムＦ230 に基づき、全小中学校に「災害用井戸の設置」をすすめ、

現在ではほぼ全小中学校に設置されている（写真 4.1.1、写真 4.1.2）。また、平成 23 年度中には、市

民大町スポーツ施設内へ設置して、今後も防災井戸や流水式タンクの適切な維持管理を行い、緊急時の

水の確保を図ることにしている。 

4.2 防災井戸とかまどベンチの設置（滋賀県東近江市） 

 平成 22 年 1 月に完成した市立箕作小学校に、非常時の生活用水

が確保できる防災井戸を設置した（写真 4.2.1）。ただし、防災井戸

は原水の汲み上げとなっているため、飲料水としての利用は行って

いない。また、中

庭に、かまどベン

チを設け（写真

4.2.2）、災害時に

炊き出しが可能と

した。 

写真 4.1.1 災害用井戸の例 

（調布･生活者ネットワーク HP より 

写真 4.1.2 災害用井戸の例 

（調布･生活者ネットワーク HP より） 

写真 4.2.1 災害用井戸 写真 4.2.2 かまどベンチ 
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4.3 プール水の消防用採水口と水栓付き受水槽（東京都杉並区） 

 東京都杉並区では、区内の学校の改築

に併せて、震度５強以上の地震が起きた

場合の避難所（震災救援所）としての機

能を強化することを実施した。例えば、

断水した場合でも、受水槽の水を使用す

ることができるように、受水槽に水を取

り出せる水栓を備えた（写真 4.3.1）。ま

た、消防の消火活動用水として、防火水

槽の他、屋上プールの水を利用できるよ

うに、昇降門付近から直接採水できるよ

うにした（写真 4.3.2）。本事業は、平成

22 年 11 月に完成した。 

 

 

 

4.4 学校用遊泳プール水利用緊急用給水システム（徳島県吉野川市） 

吉野川市は、浄化型遊泳用プールに緊急災

害時に、プールの水を飲料水や生活用水とし

て利用するため緊急用給水システムを設置し

た。処理の段階によって、消火用水、生活用

水、飲料水を分けて取り出せるようにした（図

4.4.1）。 

給水システムの整備によって、66,000ℓ

（2,000 人・3 日分）の水の供給が可能とな

った。年１回の防災訓練の時には緊急用給水

システムを稼働させて、体験するなど地域住

民の防災意識の向上につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

4.5 下水道直結型マンホールトイレ（東京都目黒区、兵庫県神戸市） 

 東京都目黒区では、災害時に避難所となる区立

小中学校や公園に、下水道直結型マンホールトイ

レの整備を行った（写真 4.5.1）。避難所となる小

中学校等では、震災時に下水配管等の損傷などに

より施設既存のトイレが使用できなくなる恐れも

あり、避難所生活に支障をきたすことが想定され

る。そのような事態を避けるために、貯留式の仮

設トイレを配備してきたが、地震による揺れに強

く、し尿処理に問題の尐ない下水道管直結型トイ

レの整備を進めている。 

従前の貯留式のトイレでは、し尿処理や衛生面

に関して不安が多かったが、屎尿を下水道管本管

に直接流すことにより、屎尿処理や衛生面が改善

される。避難所は老若男女、様々な人が生活する

写真 4.3.1 水を取り出せる

水栓を備えた受水槽 

写真 4.3.2 屋上プール

の水を消火に使用でき

る消防用採水口 

図 4.4.1 緊急用給水システム概要図 

写真 4.5.1 非常時にトイレとして使用できるマ

ンホールトイレ（東京都目黒区） 
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ことから、洋式タイプのトイレ・テ

ント（写真 4.5.2）のほか、車イス

対応型のトイレ・テントや和式タイ

プのトイレ・テントも整備した。 

兵庫県神戸市では、阪神淡路大震

災の経験を踏まえて、災害時のトイ

レ機能の確保を目標に実施した。阪

神淡路大震災で露見した以下の問題

点に対応できた。 

・道路交通寸断により、バキュ

ーム車による収集が困難。 

・汲み取り式仮設トイレに必要

なバキューム車が年々減尐

（トイレの水洗化が進むこ

とによりバキュームカーが

減尐）。 

・くみ取り式仮設トイレが、女

性から敬遠された。 

このトイレは、学校の防災訓練の

一項目として活用している。1 カ所

あたり 5 基設置して、そのうち４基

を洋式、１基を多機能トイレとしている。設置目標を、300 基（60 カ所）として、整備を進めた。 

神戸市では、状況に応じて、貯留型と幹線通過型とに分けて、整備した。貯留型は、特殊マンホール

の貯留弁を閉め、注水用ますから仮設水洗トイレ用下水道管に一定量の水を注水・貯留して、ある程度

汚物が堆積したのち、貯留弁を開け、一気に流す（図 4.5.1）。一方、幹線通過型は、バイパスのように

仮設水洗トイレ用下水道管を布設し、上流から流れてくる汚水を利用して汚物を流す（図 4.5.2）。 

 

 

写真 4.5.2 マンホールトイレ設

置の様子（東京都目黒区） 図 4.5.1 貯留型下水道直結型マンホールトイレの構造 

（兵庫県神戸市） 

図 4.5.2 幹線通過型下水道直結型マンホールトイレの構造 

（兵庫県神戸市） 
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4.6 避難所としての床暖房の整備（福井県鯖江市） 

2005 年（平成 17 年）度に、万一の災害に備え

て、中河小学校体育館に床暖房を設置した（図

4.6.1）。これは、アリーナ部分の床下を利用した

床下暖房設備を設置して、冬季間の災害時の避難

所としての居住性の向上させたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.7 避難所としての防災機能を重視した中学校の改築（新潟県長岡市） 

新潟県長岡市では、東中学校の施設の老朽化に伴い、2003 年度（平成 15 年度）から、学校教職員、

ＰＴＡ、後援会と地元住民とともに施設の全面改築に向けた検討を進めていた。その最中の 04 年（平

成 16 年）10 月に新潟県中越地震が発生したことから、避難所としての機能を充実させることが重点課

題となり、市職員に上記関係者も交えて検討を重ねた。竣工は、08 年（平成 20 年）11 月である。主

な、特徴は、次の通りである。 

① 屋内外で避難住民が使用するスペースに配慮した施設配置・・・避難住民が使用する屋内のスペ

ースを１階レベルに集約して、外部からの支援物資の搬入や足腰の弱い避難者の受け入れを容易

にした。 

② 炊き出し活動を行える場所を避難住民が使用するスペースに隣接・・・給食室を体育館や外部ス

ポーツ広場に隣接して配置して、避難所となった場合に、給水車の乗り入れや炊き出し釜等の設

置を可能にした。 

③ 積雪時及び降雤時の避難活動を支援する屋根付屋外広場・・・積雪季には、屋外における避難活

動は困難を極めるため、屋根付の屋外広場（ビッグルーフ）を設け、冬季の避難活動に必要なス

ペースを確保した。 

④ 避難者の多様な要求に対応した施設・設備の集積・・・・子どもや高齢者の避難を考慮して、武

道場に簡易暖房を設け、畳の上の暖かい避難場所とした。 

・水確保の対策として、受水槽の水を飲料水として取り出すことのできる水栓を設置するほか、

トイレ洗浄水に雤水を貯めた中水を利用する。 

・多機能トイレ、屋外から利用できるトイレ、シャワーブース付の更衣室を設けた。 

・主に避難所として使用する体育館にテレビ受信、電話配線、LAN の配線等を整備。 

⑤ 円滑な救護活動が展開できる保健施設配置・・・保健室をグラウンドや体育館に隣接して配置し

て、ケガ人等の応急救護活動を速やかに展開するとともに、救急車両等による搬出を容易にした。 

⑥ 開放ゾーンとの重ね合わせによる地域防災力の向上・・・日常的に地域開放を行うゾーンと避難

住民が利用するゾーンを重ね合わせて、地域住民が平常時から施設に馴染み、避難所として活用

した場合のイメージを共有できるようにした。 

また、11 年（平成 23 年）12 月に竣工した宮内中学校は、中越大震災と東日本大震災の教訓が随所に

盛り込み、避難所としての機能を充実させた。避難所として利用した際の使いやすさを考慮し、救援物

資の搬入に便利な屋根付き広場、炊き出しに便利な給食室などを体育館の近くに設けた。さらに、太陽

光発電や雤水利用を採用した。避難所としての主な特徴は、次の通りである。 

① 停電や断水でも飲料水が確保できるように受水槽に蛇口を設置（写真 4.7.1）  

② 体の不自由な人などに配慮して、体育館のトイレ 1 カ所を洋式に変更  

図 4.6.1 床暖房システム構成図 
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③ 体育館の出入り口に段差解消用のスロープを

整備  

④ 避難所本部となる体育館にテレビ用・電話用

配線を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.8 防災拠点施設としての小学校体育館の改修（埼玉県松伏町） 

 松伏町立松伏第二小学

校体育館の改修にあわせ

て、災害時の防災拠点と

しての機能を含めた。松

伏第二小学校は、町役場

の至近距離にあり、町民

とともに多目的に使える

施設作りをするというこ

ともあった。校庭をより

広く使いたいという学校

の希望に併せてプールを

屋上に設置した。また、

学校の地域開放を見据え

て、多目的教室も併設し

た、複合的な体育館にし

た。体育館は、１階がア

リーナと学校開放を前提

としたシャワールーム付きの更衣室、２階は多

目的室、３階にはコンピュータ室、屋上がプー

ルという構成である。 

 また、に各階に多目的トイレが設置され、エ

レベータも設置されて、校舎全体のバリアフリ

ー化を実施した（図 4.8.1、図 4.8.2）。 

 体育館の屋上に水をたたえたプールがあるこ

とは、高置水槽と同様の機能を有していること

になる。つまり、ポンプを使わずに、自然落下

でトイレに給水できる。プールからの排水経路

をふたつ用意して、非常時にはバルブの手動操

作によって経路を変更して、水をトイレに導く

ことができるように配管された（写真 4.8.1、

写真 4.8.2）。 

 

  

 

写真 4.7.1 受水槽に取り付けられた蛇口 

（新潟県長岡市立宮内小学校） 

図 4.8.1 1 階トイレ回り平面図（更衣室にシャワー室が設けられている） 

（学校のトイレ研究会誌より） 

図 4.8.2 基準階トイレ回り平面図 

（学校のトイレ研究会誌より） 
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冬季に体育館を避難所とする場合、暖気が天井

の高い上部に溜まるために、効率が悪い。そこで、

松伏第二小学校体育館ではキャットウォークの下

部に遠赤外線ヒーターが仕込まれ、放射熱を利用

した暖房方式を導入した（写真 4.8.3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.9 避難所指定校への防災棟の設置（北海道） 

 北海道では、道立の学校に、1996 年（平成 8 年）から 2 回に分けて進められている防災対策緊急整

備事業により、避難所に指定された学校に防災棟が整備している。避難所に指定されるのは、一般的に

屋内体育館で、避難した人々が一定期間生活できるように、シャワーとトイレを備えたものが防災棟と

して体育館の近くに建設している。 

 道立の高等学校 212 校と特別支援学校 58 校のうち、避難所に指定されている学校は、高等学校が 170

校、特別支援学校が 16 校である。避難所指定校のうち、高等学校で 136 校、特別支援学校で 8 校に防

災棟を整備している（表 4.9.1）。 

防災棟には、下記を備えている。 

・多目的トイレ（オストメイト対応） 

 ・男女別トイレ 

 ・男女別シャワー 

 また、屋内体育館と

防災棟専用の非常用発

電機も整備している。 

 北海道札幌西高等学

校と北海道札幌啓成高

等学校の防災棟の設置

位置は、図 4.9.1、図

4.9.2 の通りである。

写真 4.8.1 プールへ給水するための屋上配管 

（学校のトイレ研究会誌より） 

写真 4.8.2 プールからトイレへの切替バルブ 

（学校のトイレ研究会誌より） 

写真4.8.3 キャットウォーク下部の遠赤外線ヒ

ーター 

（学校のトイレ研究会誌より） 

学校数

A B B/A C C/B

高等学校 212 170 80.2% 136 80.0%

特別支援学校 58 16 27.6% 8 50.0%

計 135 93 68.9% 72 77.4%

平成24年5月1日現在　

区分
避難所指定校 防災棟整備校

表 4.9.1 北海道立の学校の防災棟の整備状況 
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札幌西高等学校の防災棟の多目的トイレは、写真 4.9.1、写真 4.9.2 である。また、札幌啓成高等学校

の防災棟のシャワールームとオストメイト対応の多目的トイレは、それぞれ写真 4.9.3、写真 4.9.4 で

ある。 

 

図 4.9.1 札幌西高等学校の防災棟の位置 

（学校のトイレ研究会誌より） 

図 4.9.2 札幌啓成高等学校の防災棟の位置 

（学校のトイレ研究会誌より） 

写真 4.9.1 札幌西高等学校の多目的トイレ 

（学校のトイレ研究会誌より） 

写真 4.9.2 札幌西高等学校の多目的トイレ 

（学校のトイレ研究会誌より） 

写真4.9.3 札幌西啓成等学校のシ

ャワールーム 

（学校のトイレ研究会誌より） 

写真 4.9.4 札幌西啓成等学校のオストメイト対応

トイレ 

（学校のトイレ研究会誌より） 
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第5章. 避難所の建築設備 

 

5.1 災害時における建築物内の水の対応 

 災害時における避難所では、避難した人々には水を供給する｢自助｣は「最低限」用意しなければなら

ないが、建物内での使用水量に余裕があれば「共助」に努めなければならない。基本的な災害を予想し

た設備の計画は次のことが提案できる。 

① 給水系のみに着目しがちであるが、給水システムで水を使うと、特に停電時には排水できるかどう

かの確認ができるような設計計画が必要となる。 

②水源は飲用系も雑用水系も複数の水源を確保しておくことによって災害時に断水のリスクが尐なく

なる。 

③給水システムは複数系統に分けておくことによって断水や漏水のリスクを尐なくすることが可能で

ある。 

④給水管、排水管の配管周り、または配管の階下には漏水があっても二次被害が生じない配置計画が

必要である。 

⑤受水槽の水源は｢自助｣、｢共助｣に大いに役立つので受水槽から水の抜き出し方法を検討しておく必

要がある。 

⑥受水槽方式以外のシステムの導入が大都市では多く採用されているが、受水槽方式以外の給水方式

においてはストック水がないので、公助を見込んだ水の供給は期待できないので建物内で水を貯留す

る設備を考えなければならない。 

次に｢自助｣、｢共助｣として具体的な設計計画は下記のとおりである。 

(1)自助 

1）水源の複数 

 たとえば、市水の提供と他の水源の組み合わせにより安全性を高める。 

a.飲用系 

・自家井戸の利用 

・ミネラルウォータのストック 

b.雑用水系 

・雤水利用 

・湧水利用 

・水景施設水利用 

2）貯水槽を設ける 

 受水槽方式を採用して、貯水槽の確保をはかる。または給水系配管の途中に極小規模の貯留槽を設け

る。 

3）受水槽から水漏れ 

受水槽の水の損失を最小限にするための緊急遮断弁類を設ける。 

(2)共助 

次に避難所の周りの住民や事業所へ水を提供する共助としてあげられる設備は次のとおりである。 

1）プール水 

建物によってはプールを設置している建物では雑用水等に有効に使用できる。 

2）受水槽 

一日の使用水量の約半分を貯留している受水槽は大きな水がめである。この貯水を有効に使用できる。 

 

5.1.1 基本的な事項 

災害時における避難所の水の対応は、外部からの供給としてペットボトルがあるが、このペットボト

ルの入手は流動的であり確定的なものでないが、時間を追って入手されることは確実である。しかし、

ここでは災害が発生した時点から数日間の水を確保することが避難所に対する必須条件である。ここで

は災害用井戸、プール水、雤水、受水槽について記述するが、安全性を考えて複数の水源を準備するこ

とが肝要である。 

5.1.2 学校の規模 

水の量的な把握をするためには避難所となる小中学校の適正規模から水量の把握を検討するため、表



33 

 

5.1.1に文科省の小中学校の適正規模の基準を示す。 

表 5.1.1 文科省の学校適正規模基準 

 

 

 

たとえば、小学校であれば、24 学級で一学級を 35 人とすると 840 人、中学校であれば、18 学級で

一学級を 35 人とすると 630 人となり、避難所を活用する住民は小学校で 840 人に家族数 3.5 人を乗じ

て 2940 人、中学校では 2240 人となる。就学していない住民や児童のすべての家族が避難するとは限ら

ないので予想避難人数を小学校は 2940 人、中学校は 2205 人と考えることが妥当である。 

※ 現在一学級 40 人となっているが、現状は 35 人前後であり、将来は 30 人体制となるような動き

がある。 

 

5.1.3 必要水量 

水量の推定については、災害時から 3 日までの飲用水は小学校、中学校について記す。 

小学校においては 3 日×2940 人×3L/（日・人）で 26.46ｍ3の水量確保、 

中学校においては 3 日×2205 人×3L/（日・人）で 19.85ｍ3の水量確保 

が必要である。飲用水は 4 日以後では多くの手段で水確保が可能となるので、飲用水はこの 3 日間をし

のげばよいこととなる。 

 手洗い水やトイレ洗浄水の水量についても貯留の必要性がある。手洗い水と仮設トイレの洗浄水を

あわせて、10L/日・人とすると 

小学校においては 1 日×2940 人×10L/（日・人）で 29.4ｍ3 の水量確保が必要となり、この状況が

10 日続くと 294ｍ3必要となる。 

中学校においては 1 日×2205 人×10L/（日・人）で 22.1ｍ3 の水量確保が必要であり、この状況が

10 日続くと 221ｍ3必要となる。 

 

5.1.4 利用可能な水源 

（1）3日分程度の水源 

飲用水を対象に水源をあげてみると、下記の水源が挙げられる。 

1)ミネラルウォータのストック 

2)自家井戸の設置 

3)受水槽の活用 

（2）初期から必要とする雑用水の水源 

1)プール水の活用 

2)雤水利用設置 

 

5.1.5 受水槽の活用 

 学校は受水槽を設置する方式を採用しているので、水源は必ず存在している。たとえば、受水槽容量

は小学校では一人一日 100L とすると 840 人×0.1ｍ3＝84ｍ3となり、受水槽容量は 42ｍ3となる。 

中学校では一人一日 100L とすると 630 人×0.1ｍ3＝63ｍ3となり、受水槽容量は 31.5ｍ3となる。 

すなわち、受水槽容量については一日の使用水量の１/２の容量で設計することに各行政庁で定めている。 

この受水槽が設置されていれば、児童の家族が避難すれば小学校、中学校とも、一人一日 3L 必要とす

れば、4.7 日分貯留している。受水槽で飲用水が十分に確保できることになる。 

次に給水装置については一例であるが、下記の通り受水槽から複数の水洗を設置して対応することが

できる事例を紹介する。 

図 5.1.1 に示すとおり受水槽に付設しているドレン管の吐水口の手前に仕切弁を設けて、この仕切り

弁の手前で分岐して非常用給水栓に接続できる分岐管を設ける。2 槽の水槽の分岐管にホースを接続し

て受水槽囲い壁に設置できるようにする。写真 5.1.1 はドレン管の吐水口の手前に仕切弁、写真 5.1.2

は分岐管にホースを接続、写真 5.1.3は 5連給水栓である。 

※ 小・中学校の給水量は一日一人 0.1ｍ3（プール有）としているが、仙台市水道局給水装置工事施

工要領によると一日一人小学校は 45L,中学校は 55L としている。 

過小規模 小規模 適正規模 大規模 過大規模

小学校 ～5学級 6～11学級 12～24学級 25～30学級 31学級以上

中学校 ～2学級 3～8学級 9～18学級 19～24学級 25学級以上



34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.1 非常用給水栓装置の概要 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.1.1ドレン手前の仕切弁 写真 5.1.2分岐管に接続ホース設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.1.3 5 個の給水栓 

 

5.1.6 災害用井戸 

各行政庁においても、災害用の井戸を設置することは許可をすることと考えている。この井戸につい

ては、電力がないことを前提として水をくみ上げるのに手動で行う災害用井戸を検討することが必要で

ある。そこで手押しポンプを設置して、月に一度井戸水をくみ出すことによって、災害時に水質が確保

できて使用できるようにしておくことが必要である。 

 

5.1.7 プール水 

プールおよびプール水を原水、形態、設置場所および使用期間で分類することができる。 

Ａプール原水 水道水、井戸水、海水、 

Ｂ形態    学校プール、営業用プール、個人用プール 

Ｃ設置場所  屋内設置プール、屋外設置プール 

Ｄ使用期間  通年使用 季節使用 

このようなプールがある中で災害時に各用途の水源として利用できるように適切な選択をして準備

しておかなければならない。小学校の屋外プールの一例を示すと、25ｍ×8ｍ×1.25ｍで水量が 205ｍ3
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となり、一日一人 1Ｌとすると 20 万人に提供できるほどの膨大な水源である。しかし、一例であるが学

校のシーズンオフの水質測定例を表 5.1.2に示す通り、飲用に適さない水であるので、用途によっては

処理する必要が生じる。先の 3.11 震災でプール水を膨らむ容器に水処理せず移して、これを手洗いに利

用していた例を写真 5.1.4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.1.4 プール水の活用(石巻市内小学校設置例) 

表 5.1.2、5.1.3は空気調和衛生工学会給排水設備委員会緊急時水源確保小委員会において 1998 年に

調査したものである。このプールは、小学校に設置された屋外型のもので 25ｍ×8ｍ×1.025ｍ、水量は

205ｍ3であった。採水はシーズンオフ中 4 回行っている。検査項目は水道法の水質基準の中でいわゆる

簡易 10 項目のほか、また、4 回採水したうち 2 回は藻類の発生状況も検査している。分析結果は飲料用

を想定し水道法水質基準に照らし合わせると、10 項目中 8 項目が基準値を超えていた。一方、藻類の発

生状況は、緑藻類のコッコミクサ、クロレラ、パンドリナ、渦べん毛藻類ノギムノジニウムが多数検出

されているが、ミクロキサティンという生物每を産生するといわれる藍藻類のミクロキスチスは観察さ

れなかったとしている。いずれにしても、プール開催中とシーズンオフでは水質に大きな差異があるこ

とがわかる。 

表 5.1.2 プール水のシーズオフ時の水質 
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表 5.1.3 プール水のシーズオフ時の藻類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たとえば、205m
3 のプ-ルがある場合を想定すれば、 

飲用水供給として水処理を行うと、一日当たり、一人 3L で 3 日分を避難民 2940 人に提供とすると 2940

人×3L/人・日×3 日＝26.46ｍ3 の水量が必要となると 7.7 日分となる。 

水洗便所が使用できるとすると、水処理なしで、トイレ洗浄水に供する場合、一日当たり、一人 10L で

3 日分を避難民 2940 人に提供とすると 2940 人×10L/人・日×3 日＝88.2ｍ3 の水量が必要となり、2.3

日分となる。 

 

5.1.8 雨水 

 雤水は自然の水循環の一部として存在しているものであり、すべて河川等に流れ出るか、地下に浸透

している。災害での雤水利用の活用例は、東京都の三宅島で 1963 年に雄山の大噴火で水道幹線が破壊さ

れ、一ヶ月近く断水が続いた。その中で昔からの天水槽を多くの住民は利用していて、水に不自由がな

かったことが報告されている。東日本大震災において住宅で雤水利用をしていたお宅ではトイレの水に

は不自由がなかった。災害時には重要な役割を演じることになるので、ぜひ雤水利用を導入すべきであ

る。導入に当たっての注意事項は下記の通りである。 

① 水槽の容量は避難者一人当たり一日に 10Ｌを必要水量として算定する。 

② できるだけ滞留日数を長くすべきであるが水質が劣化するため、滞留時間は 10 日程度をする。 

③ 水槽内が清掃できることを前提に水槽を設計する。 

④ 沈殿物が生じるので、底部の沈殿物が排除できるようにドレンの位置を決める。 

⑤ 給水栓は複数もうける。 

たとえば、仙台市の小学校の講堂の屋根を集水する条件で避難民 2940 人として検討すると、 

水処理して飲用に供する場合、一日当たり、一人 3L で 3 日分を避難民 2940 人とすると 2940 人×3L/

人・日×3 日＝26.46ｍ3の水量が必要 

水洗便所が使用できるとすると、水処理なしで、トイレ洗浄水に供する場合、一日当たり、一人 10L で

3 日分を避難民 2940 人とすると 2940 人×10L/人・日×3 日＝88.2ｍ3の水量が必要 

この数値を確保するためには、たとえば集水面積 600ｍ3 とすると、仙台の降水量の平均 1254ｍｍ（1981

から 2010 年）であり、一日は 0.0034ｍの降水量とする。 

600ｍ2×0.0034ｍ＝2.0m
3
/日となる。飲用として一日 8.82m

3 使用すると、滞留時間を 10 日とし、雤水タ

ンク容量は 88.2m
3 となる。で妥当となる。また、トイレ用洗浄水として一日 29.4m

3 使用すると、滞留

時間を 10 日とし、雤水タンク容量は 294m
3 となる。 
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5.1.9 水処理  

（1）無動力による水処理（重力による処理） 

 電力及びガソリン等の燃料を必要としない、重力を利用したろ過方式が最も基本的であり、尐量さら

に安定して供給できる装置である。手作りから大型設備まで考えることができる。たとえば、図 5.1.2

に示すようなペットボトルを利用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.2 重力による水処理 

http://d.hatena.ne.jp/Shinycat/20110321/1300682132 

（２）エンジンポンプまたは電力による処理 

 動力としてガソリンを用いる発電機の利用、災害が生じてから数日過ぎれば、電力が回復すると図

5.1.3に示す、汎用システムの活用が考えられる。プレフイルタ-、送水ポンプ、膜処理、場合によって

は消每となるシステムである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.3 動力による水処理（水道機工の例） 

（3）手動兼用水処理 

図 5.1.4 にガソリンが必要な自動、電源がない場合には手動で水処理をおこなう装置である。時間 2

ｍ3 の水量を処理できるものである。使い易さ、処理能力、確実性、可搬性で最もバランスの取れた標

準機種である浄水装置である。一時フイルターと中空糸膜を組み合わせたものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図 5.1.4 簡易浄水器（大学産業提供） 

 

 

レギュラ-ガソリンの貯留に関する制限

について（消防法規定） 

①４０Ｌ未満は届け出の必要なし。 

②４０Ｌ以上２００Ｌ未満は所轄の消

防署へ何Ｌ備蓄しているか専用の書

類に記載し届け出が必要。 

 （所轄の消防署で届け出の書類を

貰い、必要事項を記入し届け出る） 

③２００Ｌ以上は専任の危険物取扱

技術者を措かなければいけない。 
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図 5.1.5は自転車に浄水器を搭載し、ベタルをこぐことによって浄水される浄水器である。ストレー

ナー、フレフイルター、活性炭、細菌を通さない精密ろ過フイルターを通して、1 分間に 5L を造水す

るものである。 

 

 

 

 

 

 

図 5.1.5 自転車に搭載した浄水器 

（日本ベーシック社） 

 

 

 

（担当：東北文化学園大学 岡田 誠之） 
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5.2 トイレ 

5.2.1 避難所のトイレ概要 

東日本大震災では、地震動による構造被害は甚大ではなかったが、未曾有の津波により広範囲にわた

って空前の大被害が生じた。トイレについても同様に津波による被害がほとんどであった。トイレ施設

関連で、もっとも被害が多いのは岩手県、宮城県、福島県 3 県の沿岸市町村の中心市街地に整備されて

いた下水道施設である。下水道施設の被害の特徴としては、津波による処理場、ポンプ場等の壊滅的被

害などが挙げられる。下水処理場は、沿岸域に整備されていたため壊滅的な被害を受け、それに接続し

ている下水管、水洗トイレはほとんど使用不可能となった。 

そのため避難所のトイレは、水道や電気が使用不可となり普段通りにはトイレが使えない状態であっ

た。そこで、避難所に備蓄されていた簡易トイレが多く使用されていた。また、緊急支援物資としても

多くの避難所に配られた。簡易トイレは黒いビニール袋に吸水性のシートが入っているもので、トイレ

使用して使い終わった後は大きな黒いビニール袋に入れ、ある程度、袋がいっぱいになったところで外

の目立たない場所に置くような対応をしていた。また、震災直後は地面に穴を掘ってトイレとして使用

していたことヒアリング調査から得られた。 

また、避難所の外に設けられた仮設トイレについては、機能的な面では多くの問題があった。配備さ

れた仮設トイレの多くは和式であり、トイレの下に便槽タンクがあるため、通常より段差が大きく、高

齢者や身障者にとって使用が困難なものであった。洋式であっても手すりがない、照明がない、トイレ

の順番待ちでの雤対策としての屋根がないなど使用時の負担が大きいという意見もあった。簡易水洗型

の仮設トイレも使用されていたが、断水のため水の供給が困難な状況であったことから汲取り式の便槽

内が見えるタイプも多く、汲取り式に不慣れな子どもたちから敬遠されがちであった。 

 

 

図 5.2.1 災害時の経過時間に伴うトイレ対応のイメージ１） 

 

災害用トイレには、さまざまなタイプがある。屋内で利用できるものや屋外に設置するもの、水・電

力や汲み取りの必要性、段差の有無、設置に必要な道路状況など、それぞれのタイプ碩徴や適性を正し

く理解したうえで、インフラの状況や使用する場所、利用者層等に応じて適切なものを選ぶことが必要

自助

公助

共助

携帯トイレ

携帯トイレ

手作り

トイレ

水洗トイレ継続使用

仮設トイレ、組立トイレ、マンホールトイレ

（バキューム車の確保）

（ごみ収集車の確保）

簡易トイレ、ポータブルトイレ、移動トイレカー

携帯トイレ

（代替水の確保）

（BCP用を確保）

（配布用を確保）

（配布先）

（BCP用を確保）

（配布先）

（配布先）

注）各枠内の□は災害用トイレのタイプ、

（ ）はその主な使用条件

（時間） 発災 ３日後 １週間後 ２週間後 ３週間後 １ヵ月 ２ヵ月 ３ヵ月

電気復旧 上水復旧 下水復旧

素掘り式
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である。災害用トイレは、大きく分けると仮設・移動型と常設型の 2 つに分類でき、仮設・移動型には、

携帯トイレ、簡易トイレ、組立トイレ、仮設トイレ、自己処理型トイレ、車載トイレの 6 つのタイプが

ある。また、常設型には、便槽貯留タイプと下水道管接続タイプがある。水、電気、道路の復旧状況に

応じて、使用できる災害用トイレは異なり、洋式・和式、段差の有無、汲取りの必要性などを考慮しな

がら選定する必要がある。また、災害時のトイレにおいても自助・共助・公助の基本が適応される。こ

れらを整理し図 5.2.1に示す。 

 

5.2.2 既設のトイレ使用 

（１）避難所トイレの使用・管理の心得 

排せつを我慢し、水分摂取を控えると脱水症状になり、体力低下などによりインフルエンザにも感染

しやすくなる。一定の尿量を確保しないと、脱水、尿路感染症（膀胱炎等）、循環不全（肺塞栓等）の危

険性がある。ストレスや窮屈な生活により血栓ができ、エコノミークラス症候群で死にいたるケースも

ある。 

【ポイント】 

① トイレを我慢しない。 

② 水分や食事をしっかりとる。 

③ お年寄りに声をかけてトイレに付き添う。 

④ 建物内のトイレは、高齢者、障害者、女性、子どもを優先とする。 

⑤ 人工肛門等の方々やオムツ交換スペースを確保する。 

⑥ 便座が冷たい場合は、カバーをするなど工夫する。 

⑦ 外国人にも配慮し、使用方法等を掲示する。 

⑧ トイレ掃除を徹底し、清潔で安心できる明るいトイレ環境をつくる。 

 

（２）避難所の建物内のトイレの使い方 

①水が出るかどうかを確認する。 

（ロータンク方式の場合、初回のみ水が流れる場合がある。） 

水が出る場合 

・排水管からの漏水やマンホール等からのオーバーフローがないかどうかを注意しながら使用する。 

水が出ない、かつ、周囲に水がない場合 

・洋式便器にビニール袋を設置して、その中に新聞紙を敷いて排泄後、パッキングして保管する。（臭気

対策が必要） 

・携帯トイレや簡易トイレの調達を検討する 

・和式トイレに設置する洋式便座等の調達を検討する 

水が出ない場合（ただし、プール等の水がある場合） 

・排せつ後、バケツ等で流す。排水管が詰まりやすいので、使用済みトイレットペーパーは、ビニール

袋や段ボール箱等に分別して保管する。 

②トイレ使用後の手洗いを徹底し、水がない場合は手指消每液等を配備する。 

③トイレ内外で使用する履物を分ける。 

④トイレ清掃、汚れ防止、消每を徹底する。 

⑤トイレの寒さ対策を工夫する。 

 

（３）避難所の屋外の仮設トイレの使い方 

① トイレを調達する場合は、汲み取りも同時に検討する。 

② トイレは、汲み取りしやすく、人目に付きやすい場所に設置する。 

③ 照明、トイレットペーパー、消臭剤、フック、清掃道具、サニタリーボックス等を設置する。（フッ

クは、点滴掛け等にも役立つ。） 

④ 使用済みトイレットペーパーを便槽に入れずに、ビニール袋等に分別することで、便槽が一杯になる

までの期間を延ばすことができる。 

⑤ 大便が便槽の中でピラミッド状に積みあがった場合、棒などで便を崩すことで、さらに使うことが出

来る。 
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⑥ 手指消每液、手洗い水を設置する。（手洗い水を設置する場合は、使用後の水をバケツで受け、トイ

レ掃除に使用できるようにする。） 

⑦ トイレ清掃、汚れ防止、消每を徹底する。 

 

（４）既存トイレの使用に伴うバケツによる便器洗浄対応２） 

停電・断水に伴い、通常洗浄が出来ないものがあり、下記の対応が必要となる。 

【一般的なトイレの応急洗浄に関して】 

①バケツに水を５～６リットル用意する。 

②バケツを両手で持ち、一気に便器の中へ水を流し込む。（短時間で） 

③水を流すと汚物は流れる。 

④洗浄後にニオイ防止のために３リットルほどの水を便器にゆっくり流す。 

※バケツで水を運ぶ時、便器洗浄する際には、床に水をこぼさないように注意が必要である。 

なお、お年寄り、子供だけでの応急洗浄は控えるようにする。 

※流れが悪い場合はもう一度実施する。 

 

（５）災害時を想定したバケツによる便器洗浄の実験 

 災害時に水道水が供給されない状況下でトイレが正常に使用できる場合、バケツの水で汚物を洗浄す

ることを考えた時、排水管が詰まらない為には、バケツでどの程度の水量が必要なのか見極めることを

目的として実験を行った。また、トイレットペーパーのシングルとダブルによる流れの影響や洗浄水投

入時間の比較も同時に行い検証した。 

実験に用いた装置の概要図を図 5.2.2に示す。実験の手順は、写真 5.2.1から写真 5.2.8に示す。ま

ず試料を準備して、シングルとダブルそれぞれのトイレットペーパーを 1ｍにカットしたものを６つ折

りにしてそれを１枚重ね～３枚重ねまでを使用する。その試料を水面に平行に置き、１人が時間（秒数）

を計り、その時間（秒数）に合わせバケツで（2L・4L・6L・8L・10L・15L）便器内に水を入れ、トイレ

ットペーパーが搬送された距離を測定する。バケツの投入高さは、２L～８Lまで手で持って入れること

ができるため、便器から垂直方向 20cm 離したところから投入した。10L と 15L はバケツが重いため便器

にバケツを接して投入した。 

そして、その実験を３回繰り返して平均値を求める。配管の勾配は 1/100 とし、排水管の全長は 10

ｍとしている装置で 10ｍ流れれば完全に流れたことになる。実験では災害時の連続搬送を想定している

ため、便器内の水位は普段トイレを使用している時に比べて水位を回復させない低い状態で行った。実

験は比較するために、６L便器、12L 便器、和風便器の３種類で行った。実験に使用していた試料はＤ社

製のトイレットペーパーを使用した。 

 

 

 

図 5.2.2 実験装置概要図（平面図） 

Ｔ字管（通気管） 

9,000mm 

2,360mm 

1,000mm 
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写真 5.2.1 洋風便器にペーパーを置いた状態  写真 5.2.2 洋風便器にバケツで水を投入 

 

 

写真 5.2.3 和風便器にペーパーを置いた状態   写真 5.2.4 和風便器にバケツで水を投入 

     

     
          写真 5.2.5 洋風便器        写真 5.2.6 排水管 

 

   
        写真 5.2.7 和風便器（側面）    写真 5.2.8 和風便器（平面） 

 

 

※（赤：1枚重ね、青：2枚重ね、紫：3枚重ね） 

 

表 5.2.1 6L 便器（シングル） 
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表 5.2.2 6L 便器（ダブル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.2.3 12L 便器（シングル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.2.4 12L 便器（ダブル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.2.5 和風便器（シングル） 

 

 

 

 

 

 

表 5.2.6 和風便器（ダブル） 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.2.1 から表 5.2.6 に示すように、実験結果から 6Ｌ便器と 12L 便器はそれぞれ洗浄水量 2L 及び

4Lで水量が尐ない為に完全に流れなかった。和風便器の2Lは水量が尐ない為に完全に流れなかったが、

4L は多尐流れた。洗浄水量 6L・8L・10L はシングル 1 枚重～3 枚重ねとダブル 1 枚重～3 枚重の両方と

も枚数を重ねるたびに搬送距離と洗浄水投入時間が短くなった。洗浄水量 15L は 6L 便器と和風便器で

50秒まで完全搬送が可能であったが、12L 便器はダブルの枚数を重ねるたびに搬送距離と洗浄水投入時

間が短くなった。これは、6L便器と 12L 便器の洗浄方式の違いが関係していると考えられる。また、今

回トイレットペーパーが最も流れた便器は和風便器である。 
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5.2.3 初期の電気・水がない場合のトイレ対策 

災害用トイレには、持ち運びが容易で、保管スペースが小さくてすむものから、同じ仮設型でも車で

ないと移動できないもの、常設型のものまで多様なタイプがある。どの製品をどこに保管、あるいは設

置するかについては、災害時の避難対策の考え方に沿うことになる。その際に、時間経過に伴う、避難

者のトイレニーズが変化することも念頭に置く必要がある。 

 

（１）地面に穴を掘る対応 

素掘式トイレ（別名アーストイレ） 地面に穴を掘り、トイレとする。 浅い穴はすぐに満杯になる。

満杯になったら新しい穴を掘る必要がある。しかし、深く掘ると直径も大きくなり使用しにくい。側溝

のように長く掘ると使用しやすいが、プライバシーを保つための囲いなどの工夫が必要である。 

避難所において校庭や庭がある場合は、60㎝程度の深さで下記の図のような大きさの穴を掘り、股い

でトイレができるように厚さ2㎝程度で耐荷重性のある板を2枚渡して作る。更に、踏板2枚の間に蓋用

の板を敷くことでし尿を見えなくするなど工夫する。また、庭に植木がある場合は植木を抜いて、その

洞穴に板を2枚渡して作ることもできる。また、貯留スペース上部に約20㎝程度空間を設けることによ

って、汚物の跳ね返り防止及び感染症対策を行うことができる。便槽の深さは、人が容易に穴を掘るこ

とができることなどを考慮すると40～80㎝程度であると考えられる。表5.2.7にアーストイレ使用時

（300人）の汚水発生量を示す。 

さらに、避難者300人が約2～2.7日間使用する場合のアーストイレ容量および穴掘り例を図5.2.3、図

5.2.4に示す。 

 

表5.2.7 避難所（300人）におけるアーストイレ使用時のし尿発生量シミュレーション例 

項 目 計算式（6人用設置時の例） 

1 日当たりの排泄回数 300 人×5回/人・日＝1,500 回/日 

1 日当たりのし尿発生量 1 回 1.5～2Ｌ/人・日＝450～600Ｌ/日 

前田（案）アーストイレ満杯になる日数 1200Ｌ÷(450～600Ｌ/日)＝約 2～2.7 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       通常時（２人用）                        使用時（２人用） 

 

図5.2.3 前田（案）アーストイレ 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

通常時（２人用）                        使用時（２人用） 

 

図5.2.4 前田（案）アーストイレ 断面図 
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（２）下水道に被害がない場合のマンホール上の便器設置対応 

マンホールトイレの下部構造物のことを指す。大きく分けて下水道管直結型、流下型、貯留型がある。

直結型と下流型は下流側の下水道管路や処理場が被災していないことが原則となる。最近は、下水本管

から枝管やバイパスを学校や公園などの避難所に伸ばし、マンホールトイレを整備する事例も増えてい

る。 

 

【組み立てトイレ】 

その場で組み立てることが必要なトイレであり、主に以下のようなタイプがある。 

・大小便を便槽に貯留するタイプは、汲み取りが必要となる。（水も電気も不要） 

・マンホールへ直結し、大小便をマンホール内に落とすタイプがある。（水も電気も不要） 

便槽に貯留するものは、汲み取りの際に水が必要になると考えられる。また、余震や強風等に対して

揺れやすいものが多いため、安心して利用できるように固定することが必要である。上屋がテント地等

のタイプは風等で揺れやすいため、注意が必要となる。 

マンホールトイレの場合は、道路などにある下水用のマンホールの蓋を開け、板を 2 本渡し使用する。

非常時に一番衛生的であり処理能力も高い。現在は、下水直結のマンホールトイレとして販売されてい

る。しかし、下水の復旧を遅らせてしまう可能性及び落下の危険性も指摘されている。 

浄化槽トイレの場合は、自宅で浄化槽を使用している場合、第 1 槽の蓋を開けマンホールトイレと同

様の方法で汲取りトイレとして使用する。しかし、自宅の倒壊・浄化槽自体の損壊による危険性が無い

ことを確認して使用する必要がある。 

 

 

マンホールトイレ(１)３）     組立トイレ(２) ４）     テント型マンホールトイレ(３)５）  

 

マンホールトイレイメージ３) 



46 

 

 

震災対策の推進震災時のトイレ機能の確保３) 

 

 

災害用トイレシステム１８) 

 

ここで、避難所生活者によるトイレ需要回数の算定の考え方としては「震災時のトイレ対策-あり方

とマニュアル」（震災時のトイレ対策のあり方に関する調査研究委員会）によれば、1人 1日当たりし尿

排泄回数は平均 5回程度である。休憩者は、休憩中に睡眠をとる場合も考えられるが、睡眠時間中のト

イレ回数は 0回とし、24時間に 5回の割合でトイレに行くものと仮定している。 

避難所生活者によるトイレ需要回数は、次式のとおり求めることができる。 

 

※出典：災害時のトイレ対策：震災時のトイレ対策のあり方に関する調査研究委員会 

 

そのため、災害時の一人一日当たりの排泄回数は約 5回としている。災害時は、平常時に比べ排泄回

数が若干尐なくなる傾向になるといわれている。排泄回数や排泄量には個人差があり、体調によっても

異なる。そのため、日頃の排泄回数や量、トイレットペーパーの使用量を知っておくことが必要である。 

 排泄回数を 5 回とすると、避難所に仮に 200 名の避難者がいた場合、1 日当たりの排泄回数は 1,000

回になる。これだけの量を無理なく受け入れることができるトイレ数が必要となる。平常時の水洗トイ

レであれば、貯留量ではなく待ち時間等を考慮して適正な水洗トイレ便器数を算出することになるが、

ここでは、過去の震災の実績をもとに算出することとする。阪神・淡路大震災では、仮設トイレが避難

者 100 人に 1基行き渡った階段で設置に関する苦情がかなり減り、75人に１基の割合になった時点で苦
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情がほとんどなくなったとされている。また、北海道单西沖地震の場合は、約 20 人に 1基であり、UNHCR

（国連難民高等弁務官事務所）の緊急対応ハンドブックによれば、難民の環境衛生対策として、トイレ

の最適な基準を 1世帯あたりに 1基（第 1案）、20 人あたり 1個室（第 2案）としている。 

避難施設内で利用可能なトイレ数の状況によっても異なるため、一概にはいえないが、阪神・淡路大

震災での数値を参考にすると、仮に 200 名の避難所には約 3基の仮設トイレが必要となり、北海道单西

沖地震での数値を参考にすると 10基必要となる。これらの仮設トイレは、くみ取りが必要となることか

ら、貯留量とくみ取り頻度に関しても考慮する必要がある。１人１回あたりの排泄量は 1.5～2L／人・

日（防災公園計画・設計ガイドライン：財団法人都市緑化技術開発機構編集）であることから、200 名

の避難所で1日に発生するし尿量は300～400Lになる。仮設トイレの貯留容量は約450Lである。さらに、

仮設トイレが簡易水洗の場合は 1回あたり約 200 ㏄の洗浄水量が加算される。これらを踏まえると、200

人の避難所に設置された 3 基の仮設トイレが満杯になるのは、約 2～3日後である。つまり、2～3日後

にくみ取りを実施することが必要になる。くみ取りが実施できない場合は、その期間に発生するし尿量

を貯留するための容量を確保する必要がある。表 5.2.8に 2940 名の避難所における汚水発生量の計算例 

を示す。 

 

表 5.2.8 2940 名の避難所における汚水発生量の計算例 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）袋づめ対応 

【携帯トイレ（水も電気も不要）】 

袋の中に水分を吸収するシートがセットになっているものである。シートの代わりに凝固剤を添加す

るタイプもある。オプションとして消臭剤がセットのもの、臭気漏れを防ぐための外袋があるものもあ

る。水が出なくなった水洗トイレの便器に取り付けて使用することが可能である。基本的には一回につ

き一袋となる。トイレの個室が使えない場合は、プライバシーを保つための囲いなどの工夫が必要であ

る。使用後は、廃棄物の回収まで保管することが必要であり、その際は臭気対策が必要となる。  

通常は燃えるごみとなりますが、自治体の指示に従って対応する。 

 

 

携帯トイレ（１）６）        携帯トイレ（２）７）       携帯トイレ（３）８） 

 

【簡易トイレ】 

多目的トイレ内など、室内に設置できるトイレであり、主に以下のようなタイプがある。 

・オマル式のトイレで洋式タイプが多く、溜まった大小便を始末する必要がある。(水･電気不要) 

・機械的に大小便を袋の中にパッキングするタイプは、座イス型で、臭気をシャットアウトできること

が特徴である。(電気のみ必要) 

トイレの個室が使えない場合は、プライバシーを保つための囲いなどの工夫が必要である。また、屎

尿を溜めるのみのタイプや機械的にパッキングするタイプ、オガクズと混合処理するタイプ、乾燥・焼

却処理するタイプ等がある。 

項目

1日当たりの排泄回数 2940人×5回/人・日＝14,700回/日

1日当たりの洗浄水量 200㏄/回×14,700回/日＝2,940Ｌ/日

1日当たりの汚水発生量 2940Ｌ＋(4410～5880Ｌ/日)＝7350～8820Ｌ/日

3基の仮設トイレが満杯になる日数 1350Ｌ÷(7350～8820Ｌ/日)＝約0.18～0.15日

10基の仮設トイレが満杯になる日数4500Ｌ÷(7350～8820Ｌ/日)＝約0.61～0.51日

計算式（例）
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機械式簡易トイレ１）３）４）       ポータブルトイレ３）       非常用携帯型トイレ９） 

 

 

自動ラップ式トイレ             電動水洗ポータブルトイレ   手動水洗ポータブルトイレ２０） 

（電気・バッテリー駆動可）１９）         （電池式）２０） 

 

（４）プレハブトイレ対応 

【ワンボックストイレ（仮設トイレ）（水が必要）】 

イベントや工事の仮設トイレとして利用されることが多いものである。ほとんどが和式であるが洋式

もあるため、どちらが調達できるのかは確認が必要となる。トイレットペーパーや消臭剤、室内照明等

も併せて手配することが求められる。段差があるので、高齢者等にとっては使用しづらいと考えられる。

また、室内は狭く排泄介助が必要な場合は、困難である。さらに、避難所への設置棟数、貯留容量およ

びバキュームカー台数を把握し、くみ取り計画を同時に検討することが必要である。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  プレハブ型トイレ               仮設トイレ（水洗）  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

      仮設トイレ（非水洗）           汲み取り用バキュームカー 
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（５）車載トイレ 

トイレ設備を備えた車両を指し、し尿を貯留するタイプや処理装置を備えたタイプがある。トイレは

車載可能な範囲で設計変更ができる。処理方式の違いで、使用可能回数は大きく異なる。ユニバーサル

デザインを導入したタイプも開発されている。平常時は、イベントや公園に設置して仕様が可能である。

国土交通省北陸技術事務所が所有する災害用トイレ車は、超節水便器を搭載し、尐量の水で多くの回数

を利用することができる。また、貯留タンクとマンホール接続を状況に応じて選択できる。さらに、多

機能トイレを備えており、トラックの荷台から下ろして床置きにすることで車いすでの利用も可能であ

る。 

 

 

車載型トイレ１）３）４）１０）      車載トイレ１１）        自衛隊災害対策車両１２） 

 

5.2.4 インフラ復帰後のトイレ対応 

（１）自己処理型トイレ 

 屎尿を処理する装置が備わっており、汚水を外部に放流せずに循環処理・再利用する循環トイレ、オ

ガクズ等で屎尿を処理するコンポストトイレ、乾燥・焼却トイレ等がある。循環タイプは、汚水を好気

性微生物により処理するもの、凝集剤を用いて処理するもの等がある。下水道施設の整備にかかる費用

の縮減を図ることができる他、微生物の働きにより、汚水を高度な循環濾過することから、環境への負

荷が尐ないトイレである。また、処理水の循環、ばっ気、コンポストの撹拌、照明等に電力が必要とな

る。ただし、専門的な維持管理が必要となり、使用頻度に応じて汚泤の引き抜きやオガクズ等の交換を

しなければならない。このように自己処理トイレ技術は、それぞれ処理に一長一短があり災害対応現場

という過酷な条件下において安定的な処理を行うことができる処理方式の選定が必要であると考えられ

る。 

 

 

自己処理型トイレ１３）        バイオトイレ１４）        循環型水洗トイレ１５） 

 

（２）便槽貯留 

公衆トイレに設置され、平常時は水洗トイレとして使用し、断水時には陶器の便器を金鎚等で破壊し、

地下ピットの蓋を開けて貯留式（汲み取り式）の災害用トイレとして使用することができる。地下ピッ

トだけを有し、仮設ブースを設けて使用するタイプもある。平常時は組み立て式の仮設ブースをピット

の中に保管することも可能である。汲み取り方法や作業の容易性などを確認することが必要である。ま

た、上水が復旧した際に、水洗トイレとして利用再開する方法もある。便槽の清掃方法等については、

後処理を専門業者が行い、バキュームカーで汲み取るかポンプアップで下水道に直流させる方法等があ

るため確認する必要がある。 
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       便槽貯留型トイレ１）１６）      汲み取り式トイレ１７）          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下ピット式トイレ３） 

 

（３）浄化槽 

浄化槽は、建築基準法で性能や構造等が定められ、浄化槽法で製造や維持管理等及び日本工業規格に

よって大きさが定められている。災害時にも配管等に漏えいがなければ使用可能である。また、不要と

なった浄化槽を改造し、災害時の貯留ピットとして転用することも可能である。東日本大震災の沿岸部

は比較的に浄化槽の設置が多い地域であることから、通常通りにトイレを利用できたケースも多くあっ

た。 

 

 

合併処理浄化槽３） 
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東日本大震災では、地震動（揺れ）による被害に比べて津波による被害が卓越し、下水処理場の湛水

や管渠の閉塞により下水処理機能が喪失し、設備復旧が長期化したことに加え、水源から配水管に至る

水道施設及び給水管が損壊によって断水状態であったため避難施設でのトイレ環境も劣悪であった。 

このような教訓から、災害時の避難生活は、精神的にも体力的にも負担が強いられるため、食べること、

排泄することなど、あたり前のことが普段以上に重要となる。そのため、食料や水と同様に、安心して

使用できるトイレ環境を確保することが求められる。特に、子どもや女性、お年寄り、障害者などの視

点で、トイレのあり方を考える必要がある。更に、自助の備えとして災害対策用トイレを備蓄すること

が重要であると考えられる。 
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4）日本トイレ研究所編：第 1 回災害時トイレ衛生管理講習会テキスト,2012.05 

5）㈱コトブキＨＰ：防災トイレベンチ・スツール,マンホールトイレ 

6）㈱ユースクＨＰ：防災トイレ館,サニタクリーン（グリーン便袋） 

7）㈱フ ジＨＰ：Good パック「ハンディタイプ」 

8）相日防災㈱ＨＰ：防災館,非常用簡易トイレ“トイレ防衛袋”  

9）角利産業㈱ＨＰ：緊急時用簡易トイレ（洋式便座タイプ） 

10）国土交通省北陸地方整備局北陸技術事務所ＨＰ：災害用トイレの検討・開発 

11）㈱三共レンタルＨＰ：車載トイレ 

12）河川ネットＨＰ：自衛隊災害対策車両,外支援車（自浄式トイレ車） 

13）大建工業㈱：ビバルデの丘,車山肩のバイオトイレ 

14）㈱東京サンツールＨＰ：バイオトイレ「サンツール」 

15）㈱バイオラファーＨＰ：ハイブリッド式循環型水洗トイレ「ラファクリーン」 

16）㈱有備ＨＰ：普段使い可能な災害時対応型トイレ「PREPARES(プレパレス)」 

17）アルルホームズ明るい㈱ＨＰ：和式汲み取り式トイレ 

18）ダイカポリマー㈱ＨＰ：ダイカ災害用トイレシステム 

19）日本セイフティー㈱ＨＰ：組立てトランク型自動ラップ式トイレ 

20）㈱カーメイトＨＰ：ポルタポッティ キューブ ピストンポンプ, エクセレンス 電動ポンプ 

 

（担当：東北文化学園大学 前田 信治） 
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5.3 浴場施設 

被災地の入浴施設は陸上自衛隊によって 3 月 20 日前後から各地に設置されるようになった。自衛隊

の記録によると 35 箇所に、さらに米軍によってシャワー設備が 4 箇所設置されていた。延べの入浴者

数は 96 万 6436 人であった。ちなみに阪神・淡路大震災では 21 箇所で 51 万 5000 人の支援を行ってい

る。震災発生から入浴や着替えもほとんどできなかった避難者は、お湯に浸かって疲れを癒し、頭や体

を洗って汚れを落としていた。 

 設備は貯水タンク 2 個、ボイラーとポンプと発電機を搭載したトレーラ、組み建て式の浴槽である。 

貯水タンクは材質がポリエステル帄布、自立半球形式で 10ｍ3 の容量で 2 個である。給湯設備は燃料が

灯油であり、給湯能力は時間当たり 5400L でお湯は循環して沸かしている。浴槽は 3500L 用が 2 個、

で直径約 4 センチの金属パイプにシートを張る浴槽（長さ約 3 メートル、幅約 2 メートル、高さ約 80

センチ）、テント、シャワースタンド、すのこ、脱衣かごなどがあり、一回当たり 30 名入浴できる広さ

で、一日延べ 1200 名としている。図 5.3.1 に屋外入浴施設の全体配置を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3.1 屋外入浴施設の全体配置 

海上自衛隊八戸基地では 3/29 に被災者開放浴室から国の基準の７倍のレジオネラ菌検出し使用禁止

となり、災害時といえども衛生的な維持管理は怠らないようにしなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.1 陸上自衛隊の入浴施 
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写真 5.3.2 米軍の提供シャワー施設 

 

（担当：東北文化学園大学 岡田 誠之） 
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5.4 空調設備 

2011 年 3月 11 日に東日本大震災が発生し、これによる被災者は長期にわたり震災避難施設で今尚苦

しい生活を余儀なくされている。 

この大震災を含め、これまで発生した震災の避難生活の実態を建築設備を主体に時系列的に分析し、

建築設備計画においての提案を行う。 

 

5.4.1 冷・暖房設備 

（1）冷房設備 

a.  レベル-1 

避難施設内での冷房は、窓を開け自然通風により暑さをしのぐ。この際、侵入する昆虫等には蚊取線

香等の防虫剤等により一時的に対処する。 

 

b.  レベル-2 

扇風機、氷柱の設置、および、日差しよけ対策（カーテン、すだれ等の設置）を施すことにより暑さ

をしのぐ。 

また、内部発生熱処理のための外気取り入れにより発生する昆虫等の侵入問題対策として、網戸等の

設置を行う。 

 
c. レベル-3 

仮設エアコンを設置する（ただし、これによる発生騒音や体感温度に個人差があるため、うまく使用

できなかった報告もある。・・・新潟、中越沖地震記録）。  

エアコン設置においては、避難施設内では仮設間仕切板等により細かく区画される場合が多く、これ

がエアコンの風の流れを妨げ、これによる冷気滞留が部分的に居住環境の悪化をもたらす恐れもある為、

注意を要する。 

 
d.  レベル-4 

被災者用仮設避難住宅を建設し、冷房効果の高い施設に移る。 

 
(2) 暖房設備 

a.  レベル-1 

避難施設では毛布、断熱床マット、携帯カイロを被災者に配布することにより一時的に寒さをしのぐ。 

これら物資は初期避難において寒さをしのぐのに欠かせない為、避難施設に常備する必要がある。 

 

 b.  レベル-2 

多数の被災者が集中する避難施設では、各家族卖位で簡易間仕切りを行い、プライバシーを確保する

とともに床面においての隙間風侵入防止を図る。 

 

 
写真 5.4.1 宮城県石巻市の避難所 1） 写真 5.4.2 岩手県釜石市の避難所 2） 
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電源供給の不要なポータブル石油ストーブ等を持ち

込み、暖をとる。（ただし、これは直火暖房機の個別分

散設置となる為、周囲に十分な安全空間がとれる部分

に限定し、これによる火災発生には十分注意を要する。 

 また、非常時に備え、事前に、これら暖房機および

灯油等の備蓄を行い、震災時の暖房対策を練っておく

必要がある。（特に暖房用燃料は東日本大震災において、

石油コンビナートの被災、道路の寸断、津波による燃

料運搬用タンクローリーの損壊等により長期にわたり

供給が途絶え、寒さにより多くの被災者が亡くなっ

た。） 

 

c.  レベル-3 

復電後、必要に応じ、火災発生の恐れの尐ない温風

暖房機、大型エアコン等の集中暖房機をリース等にて

避難施設内に設置する。 

ここで、注意を要することは共同避難施設の多くは

体育館等の天井の高い大空間施設が多いことである。 

温風暖房の場合、体育館等天井高の高い大空間施設

において、暖房の温かい空気は非居住空間である上部

天井部に流れてしまい、床面近くの居住空間では底冷

えすることが多い。 

この為、東日本大震災では体育館等の一部天井の高

い避難所では底冷えによる寒さが厳しく、ここでの居

住は出来ず、やむを得ず、この場所は震災支援物資の

保管場所となってしまった例もある。 

したがって、特に冬季の避難場所としては、天井高

のあまり高くない施設を検討しておく必要がある。 

 

  d.  レベル-4 

被災者用住宅を建設し、暖房効果の高い施設に移る。 

東日本大震災においては特に北部の寒冷地において、

新設した被災者用避難住宅においては冬季に下記問題

が発生した。 

① 内壁の結露、カビの発生 

② 玄関ドア開閉時、冷えた外気が室内に吹き込ん

でしまう問題 

 結露問題に関しては緊急に避難施設を建設した為、

天井、壁等に寒冷地用に十分に断熱材が設けられてお

らず、冬季近くになり、この問題が発覚した。 

 この問題に対しては厳寒期前になる前に改修工事で

壁、窓等に断熱材を追加設置すること等により改善を

図った。 

また、冷えた外気の室内への吹き込み問題は、 

仮難住宅の多くは玄関ドアに近い部屋はドア１枚で室と外とが隔てられているためである。 

このため、寒冷地では厳寒期の風の強い日には玄関ドアを開けるたびに冷たい冷気が部屋全体に吹き

込んでしまい、暖房の効いた部屋を瞬時に冷やしてしまう。 

この対策として、玄関ドアの外側に簡卖な風除板、もしくは風除室を設け、玄関ドアを開けても冷え

切った外気が一斉に室内へ吹き込まないよう外気侵入対策を施した。     

写真 6-2 岩手県釜石市の避難所 2） 

写真 5.4.3 岩手県山田町の避難所 3） 

写真 5.4.4 茨城県高萩市の避難所 4） 

写真 5.4.5 仮設避難住宅での結露対策 5） 
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5.4.2 換気設備 

a.  レベル-1 

避難施設内での換気は窓を開閉することにより必要最小限度行う。 

 
b.  レベル-2 

避難施設では、多数の被災者の出入りがあるため、ドア、窓の開放により侵入する昆虫等の侵入対策

として、蚊取り線香等で一時的に対処する。 

 
c.  レベル-3 

換気のための窓の開放による昆虫等の虫の侵入を防ぐため、窓に網戸を設置する。 

 
d.  レベル-4 

復電後、避難施設の換気量が不足する場合、必要に応じ機械換気設備を新設、または増強する。 

 
e.  レベル-5 

仮設被災者用住宅等を建設し、被災避難者は充分に換気の取れる施設に移る。 

 

 

 

5.4.3 避難・救護施設の建築設備に関する提案 

 東日本大震災による被災の大きな特徴は地震に伴う津波に

よる建物倒壊であった。 

 本来、避難、救護、災害対策施設となるべき施設の多くが

この津波により破壊され、被災者を救護出来ず、多くの死傷

者を出してしまった。 

 また、沿岸の避難、救護施設の中では建物損壊が尐なかっ

たにもかかわらず、津波により機械室、電気室が浸水し、暖

房、電気が使用出来なくなり、避難、救護施設として使用出

来なくなってしまったケースがある。 

そこで、今回の地震を踏まえ、特に沿岸地域においては建

築計画段階から下記の点に重点を置き計画を行うことが望ま

れる。 

写真 5.4.6 福島県二本松市仮設避難住宅 6） 写真 5.4.7 冬季仮設避難住宅周辺 6） 

写真 5.4.8 仙台市宮城野区での津波浸水 8） 
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(1)  津波を想定した設備計画 

 津波浸水の恐れのある沿岸地域では避難、救護施設は

極力高台に建設すべきであり、なおかつ建物の心臓部で

ある機械室、電気室は極力、上層階に設け津波被害を避

ける。 

(2)  空調熱源方式のマルチ化による危険分散 

 東日本大震災では津波被害により、多くの石油コンビ

ナートが破壊され、燃料運搬用タンクローリーが流され、

石油の輸送道路は地震により分断され、多くの被災地域

で長期にわたり石油の供給が途絶えてしまった。 

一方、電気は津波被害等により送電線を破壊された沿

岸地域を除くと、多くの被災地で３～４日程度で比較的

早期に復旧した。 

このため、震災避難、救護施設では石油等化石燃料が途絶えても冷暖房できるよう、電気駆動の空調

方式を併設することが望ましい。 

 

 

 東日本大震災後、丸２年が過ぎ、今なお多くの方々が不自由な避難施設生活を余儀なくされている。 

これら被災者の生活環境の早期改善を望むとともに、今回の大震災の体験を風化させないよう今回の

被災地以外の方々、また次世代に伝え、今後、新たな震災に対する備えとするのが私たちの責務と思わ

れる。 
                                （担当 エスワイ設備設計 山崎 悟） 

参考・引用文献 

1)ロイター 

2) Livedoor Blog 

3)時事通信社 

4)朝日新聞 

5)東日本建築復興活動対策本部資料 

6)対策本部資料岡山県土木部 村上 正晃氏 

7)東日本建築復興活動対策本部資料 

8)サンデー毎日特集号 

9)岩手新聞 

 

 

 

写真5.4.9 岩手県大槌町温泉施設 9） 

図 5.4.1 津波対策としての機械室配置 
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5.5 電気 

5.5.1 太陽光発電 1) 

 防災対応型太陽光発電システムは、通常時は系統連系による太陽光発電システムとして運用し停電・

災害時には太陽光発電と蓄電池で、対象とする負荷へ電気を供給するシステムである。蓄電池があるこ

とによって、夜間でも雤天でも安定した電気を使用することが可能である。 

 パナソニックでは、図 5.5.1 に示すような「公共・産業用リチウムイオン蓄電池（15kW）」を平成 23

年 11 月より受注を開始している。 

(1) 特徴 

a. パワーコンディショナー機能を搭載 

 太陽電池のパワーコンディショナとしても機能し、災害による停電時も太陽電池の発電電力をフルに

使用できる。 

b. 太陽電池から直接充電 

 直流/交流の変換を行わないため、充電の際のロスが尐なく、スピーディーに充電できる。効果的な電

力運用が可能である。 

c. 連携運転/自立運転の自動切替 

 災害による停電が発生した場合、自動で自立運転に切り替わり、特定機器への電力供給を行う。 

d. 非常時のために電池残量をキープ 

 非常時の電源確保用に一定の電池容量を維持する。 

e. タイマー制御で電力のピーク抑制 

 タイマーで蓄電池から電力供給を設定でき、ピーク電力の抑制などが可能である。 

f. 電力系統への逆潮流防止が可能 

 受電点に逆潮流継電器（RPR）が設置されている場合、その信号を受けて電力供給を停止し、逆潮流

を防止することができる。 

 

 

図 5.5.1 公共・産業用リチウムイオン蓄電池（15kW）（パナソニック） 
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(2) 想定施設例と使用機器イメージ（太陽光発電 10kW+リチウムイオン蓄電池 15kW） 

a. 学校屋上へ太陽光設置 

 避難本部 50m2、体育館 600m2（約 400 人程度）として、防災施設として使用した場合の使用機器イ

メージを図 5.5.2に示す。昼間合計約 8.7kWh、夜間合計 10.3kWh で、1 日合計約 19.1kWh となる。 

 

 

図 5.5.2 学校を防災施設として使用した場合の使用機器イメージ 

 

b. 役場屋上へ太陽光設置 

 災害本部 50m2、避難居室ホール 300m2（約 200 人程度）として、防災施設として使用した場合の使

用機器イメージを図 5.5.3 に示す。昼間合計約 10kWh、夜間合計 11.7kWh で、1 日合計約 21.6kWh

となる。 

 

 

図 5.5.3 役場を防災施設として使用した場合の使用機器イメージ 
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c. 公民館屋上へ太陽光設置 

避難本部 50m2、避難居室 300m2（約 200 人程度）として、防災施設として使用した場合の使用機器

イメージを図 5.5.4に示す。昼間合計約 6.1kWh、夜間合計 6.9kWh で、1 日合計約 13.0kWh となる。 

 

 

図 5.5.4 公民館を防災施設として使用した場合の使用機器イメージ 

 

d. 体育館体育館屋上へ太陽光設置 

運営本部 50m2、避難所 1,000m2（約 700 人程度）として、防災施設として使用した場合の使用機器

イメージを図 5.5.5に示す。昼間合計約 10.4kWh、夜間合計 12kWh で、1 日合計約 22.4kWh となる。 

 

 

図 5.5.5 体育館を防災施設として使用した場合の使用機器イメージ 
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5.5.2 照明 2) 

(1) 避難所における照明環境 

 阪神・淡路大震災時の避難場所の調査データがある。避

難所における照明環境の光源光色の感覚について図 5.5.6

に、避難所における照明の制御について図 5.5.7に、避難

所における照明の評価について図 5.5.8に示す。 

 光源光色の評価として、「何も感じなかった」や「わから

ない」が過半数を占める中で、「気分が安らいだ」や「元気

に見えた」が 20%近くあり、照明の効果が評価されている。

また、照明の調節状態については、「就寝時消灯」よりも、

「昼夜点灯」や「就寝時減灯」と回答されており、「明るく

て眠れなかった」よりも、「明るいから安心して眠れた」と

の回答が多かった。明りによって安心感を得ることができ

ると考えられる。 

(2) 避難所として備えるべき照明機能 

 阪神・淡路大震災では、避難者はスペース確保のために

屋外にでる機会を可能な限り尐なくしたと言われている。

そのため、避難所生活では、明暗のリズムが狂い不眠症な

どの生理機能の変調をきたす生活者がいた。さらに、緊急

時を過ぎて余震回数や余震規模が低減するようになると、

「明るくて眠れない」といった避難生活者が出るようにな

り、「明るいから安心して眠れる」避難生活者と共存するこ

とで、ストレスにより体調が悪化し、悪循環を招いた。 

 したがって、72 時間程度の緊急避難時には、心理的安定

をもたらす明かりの確保が優先される。照明条件としては、

冬期の夕刻の震災発生を想定すれば、翌日の夜間を含めて、

2 日間は、機能維持が可能な照明設備が必要である。しか

し、避難生活の時間経過とともに、「明るくて安心して眠れ

る人」と「明るくて眠れない人」が混在してくるため、就

寝時には直接照明である天井灯を消灯して、安全確保のた

めの可搬型の灯器によって、周辺壁面を照らして間接照明

とする。 

 また、「避難した学校の校庭が真っ暗で、夜中に仮設トイレに行くことができなかった。」との事もあ

り、商用電源に依存しない自立型屋外照明を設置しておく必要がある。 

 

 

 

図 5.5.6 光源光色の感覚 2) 

図 5.5.7 照明の制御 2) 

図 5.5.8 照明の評価 2) 
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5.5.3 電気容量 3) 

 仙台市が公庫補助金を活用して、避難所等への防災対応型太陽光発電システム整備事業を進めている。

非常時の負荷想定を表 5.5.1に示す。避難活動に必要な最低限の電力（＋夜間使用分の蓄電のために必

要な発電量を確保）は、30kWh/日である。 

 

 

参考・引用文献 

1) 山形県設備技術者協会：会報(2012)，pp22～28 

2) 柏原士郎、上野淳、森田孝夫：阪神・淡路大震災における避難所の研究，pp222～224 

3) 仙台市：仙台市避難所等への防災対応型太陽光発電システム導入事業に係わる要求水準書 

 

（担当：株式会社ユアテック 草刈 洋行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負荷 電力（W） 個 時間 電力量 個 時間 電力量

防災無線 50 1 6 300 1 6 300

テレビ 200 1 12 2,400 1 8 1,600

携帯電話 5 50 5 1,250 10 5 250

照明 80 5 3 1,200 5 8 3,200

高所照明 250 4 0 0 4 6 6,000

蓄電池 蓄電池充電 3,000 1 5 15,000 0 0 0

電気ポット 1,000 1 6 6,000 1 0 0

扇風機4
灯油ヒーター2

200 1 12 2,400 1 12 2,400

その他 100 1 12 1,200 1 12 1,200

29,750 14,950

※災害時の避難活動を想定したもので、実際の使用とは異なる。

合計（Wh） 合計（Wh）

情報収集

照明

その他

昼間 夜間＜平均的な太陽光発電時＞

表 5.5.1 非常時の避難所の負荷想定 
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5.6 プライバシー対応、災害時要援護者（高齢者・障害者・乳幼児・妊婦対応） 

 避難所での生活は、プライバシーの無い生活を強いられ、初対面の人たちが大勢いる中で、オープン

な生活をするのは大変なストレスになる。用便や入浴の問題と並んで、プライバシー問題についても考

える必要がある。 

 避難所での生活が長期化することを考えると、男女のニーズの違いなど男女双方の視点に配慮した対

策をしなければならない 1)。特に授乳中の母親や足腰の弱ったお年寄り、個別の支援を必要とする方々

にとって、避難所での生活は大変難しい状況になるからである。プライバシーに関する避難所での主な

実状は以下のとおりである 2)。 

a. 女性が着替える場所がなく、仮設トイレで着替えている。 

b. 体育館裏の人目が届きにくい場所に仮設トイレがあるため行きたくない。 

c. 子供が騒いだ時、他の避難者から「うるさい」と言われ申し訳なく思った。 

d. 仮設トイレではバリアフリーがされておらず、用を足せない。その都度、半壊のアパートに帰った。 

 避難所での生活をいかに良くしていくかを考えることが、避難生活者の心の支えにもなる。 

 

5.6.1 避難生活者数の推移 

(1) 東北 3県 3) 

 東日本大震災における、東北 3 県（岩手県、宮城県、

福島県）の避難生活者数の推移を図 5.6.1 に示す。 

全体では、震災発生後 51 日目に 105,147 人、87 日

目に 68,752 人、130 日目に 32,466 人である。日数の

経過と共に、避難生活者が減尐している。 

さらに、各県の減尐率を比較すると、岩手県 87%、

宮城県 68%、福島県 42%である。福島県の避難生活者

は日数が経過しても、避難所での生活を余儀なくされ

ている方々の割合が多い。 

(2) 仙台市 4) 5) 

 東日本大震災における、仙台市（青葉区、宮城野区、

若林区、太白区、泉区）の避難生活者数の推移を図 5.6.2

に示す。 

全体では、震災発生後 12 日目に 6,470 人、20 日目

に 3,758 人である。日数の経過と共に、避難生活者が

減尐している。 

さらに、各区の減尐率を比較すると、青葉区 83%、

宮城野区 41%、若林区 25%、太白区 47%、泉区 72%

である。若林区の避難生活者は日数が経過しても、避

難所での生活を余儀なくされている方々の割合が多い。

仙台市の避難生活者は最長で 4 ヶ月間に及んでいる。 

 

5.6.2 プライバシー対応 

(1) 年齢別・性別等の把握 1) 5) 

 仙台市では、東日本大震災の発生当日、避難所での避難者の把握が、初期段階で上手くいかなかった。

「避難所で名前や住所の調査を受けたか。」のアンケート調査（n=1,225）では、「受けた」が 37.1%に

対し、「受けていない」も 34.8%とほぼ同数であった。 

また、仙台市の避難者数のピークは震災翌日で、避難所滞在期間は概ね短期だった。避難所で過ごし

た期間のアンケート調査（n=7,565）では、3 日間以内が 58.4%であった。 

したがって、災害発生から 3 日間程度は、避難所に来た避難者が、一時避難者なのか、長期間を要す

る避難生活者なのか分からず雑然としていることが予想される。しかし、避難所での支援活動を行う第

一歩として、いつ、だれが避難所に来て、出たのかを確認できる「避難者カード」を用意し、性別、年

齢、特別な配慮が必要かなどの内容が把握できるよう努めなければならない。 

 

図 5.6.1東北 3 県の避難生活者数の推移 3) 
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(2) 集団生活に適した環境 1) 6) 7) 8) 

 避難所での生活は、災害発生当初は、雑魚寝状態でプライバシーが無いことが多い。長期化する避難

所での生活を視野に入れて、集団生活に適した環境づくりをしなければならない。有効な手段は、間仕

切りの利用である。避難所ごとに取り揃え、地域住民と防災訓練などを通して、組み立て方、配置方法

などを確認する必要がある。 

 写真 5.6.1は、社会福祉法人 AJU 自立の家・わだちコンピュータハウス 防災企画グループが提供す

る「間仕切りセット」である。誰でも簡卖に組み立てられるため、災害時の避難所をすばやく小区画に

間仕切ることができる。 

  

写真 5.6.1 間仕切りセット 6) 

 

 写真 5.6.2は、通販専門サイト大安心.com が提供する「簡易間仕切り+暖ボール畳」である。簡卖組

立の簡易間仕切りで、段ボール製簡易間仕切りと厚みのあるダンボール畳で構成されている。面積を可

変できる間仕切りは、1 人から 8 人まで家族で一室になるように伸縮でき、初めてでも、1 人で 1 室あ

たり 2～3 分ほどで組立てることが可能である。 

  

写真 5.6.2 簡易間仕切り+暖ボール畳 7) 

 

 写真 5.6.3は、坂茂建築設計が提供する「避難所用間仕切りシステム４」である。合板のジョイント

やロープでの筋交いが一切不要で短期間で簡卖に組み立てられる。仕切の間隔も自由に調整が可能。柱

（紙管）・梁（紙管）・ジョイント（紙管）・仕切（木綿布）・安全ピン・クリップで構成されている。 

  

写真 5.6.3 避難所用間仕切りシステム４8) 
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写真 5.6.4 は、株式会社ニードが提供する「ワンタッチパーテーションファミリールーム」である。

全てが一体構造となっており、設営や収納がワンタッチで可能である。大きさは 4.4 ㎡で、1 組 1 室の

ユニットである。コーナーのマジックテープを外せば、車いす利用者や怪我をされた方、高齢者の方な

ども楽に出入りが可能である。 

  

写真 5.6.4 ワンタッチパーテーションファミリールーム 9) 

 

写真 5.6.5は、国際ロータリーが提供する「シェルターボックス」である。プラスチック製の蓋付き

の箱で、中には 10 人が寝る事ができるテント、毛布、調理器具、水の濾過装置、子供用のゲームなど

が入っている。箱の重量は 55kg にもなり、災害発生後 72 時間以内にシェルターボックスをどこにでも

発送できる準備を整えている。 

  

写真 5.6.5 ワンタッチパーテーションファミリールーム 10) 

 

5.6.3 安全・安心からの配慮 1) 11) 

 避難所での生活は不便が当たり前である。しかし、生活の中でプライバシーに悩む女性はとても多い。

女性の視点は、障害者や高齢者、子供をはじめ、みんなが暮らしやすい生活環境につながる。安全で安

心できる避難生活の配慮点について以下に挙げる。 

 

(1) 仮設トイレ 

 仮設トイレは、混雑している、汚い、夜は暗い、

男女兼用であるなどの問題点がある。安全で安心

できる仮設トイレの配慮点は、夜間照明をつける。

男子トイレと女子トイレを別々にし、距離をあけ

る。トイレが混んでいるとき、誰でも使える共用

トイレ（障害者対応）を設けることである。男女

別に分けた仮設トイレの例を写真 5.6.6に示す。 

 

 

写真 5.6.6 男女別に分けた仮設トイレ 11) 
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(2) 更衣室 1) 

 災害発生当初は、更衣室がないため、毛布の中や仮設トイレの中で着替えをするしかない。また、雑

魚寝状態でプライバシーが無いため、隣で着替える男性が視界に入る。下着を干す場所がないために、

こまめに着替えができずストレスになるなどの問題点がある。安全で安心できる更衣室などの配慮点は、

男女別の更衣室や、下着を気にせずに干せる女性専用の物干し場を設置することである。女性用更衣室

と女性専用物干し場の例を写真 5.6.7に示す。 

  

写真 5.6.7 女性用更衣室と女性専用物干し場 1) 

 

 

(3) 乳幼児室や談話室 1) 12) 13) 

 避難生活中は、授乳する場所もなく、小さな子供に泣

かれて疲れ果ててしまう母親や、子供の話し声や夜泣き

にストレスを感じてしまう方がいる問題点がある。安全

で安心できる空間の分け方の配慮点は、乳幼児を抱える

お母さんたちが、周囲の避難生活者に気づかいせずに授

乳や休憩、睡眠ができ、安心して過ごせる部屋を用意す

る。子供たちが周囲を気にせず遊べる場所があることで

ある。また、託児や託老などの一時、預かり場所があれ

ば、家の片づけに行けるなど、今後のことをじっくり考

える時間が持て、かなりの心の負担を軽減することがで

きる。 

 写真 5.6.8は、トータルセキュリティＳＰ株式会社が

提供する「瞬間個室プライバシー」である。 

材質は特殊段ボールでスライド式ドア、窓付きである。

組立て時内寸は高さ 190cm、幅 200cm、奥行き 100cm

である。すべての部材が上蓋と底箱に納まるパッケージ

で 10段まで重ねられる。備蓄時は省スペースで収まり、

繰り返し使用も可能である。 

写真 5.6.9は、三洋工業株式会社が提供する「避難所

向け簡易プライバシールーム」である。 

更衣室や授乳室、寝室、救護室、休憩室、ペットの飼

育部屋などの様々な用途に利用可能である。アルミパネ

ルを使用しているため、周囲の視線が気にならない。避

難所の広さに合わせて、レイアウト変更が可能である。 

 

 

 

 

写真 5.6.8 瞬間個室プライバシー12) 

写真 5.6.9 避難所向け簡易ルーム 13) 
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写真 5.6.10 は、川上産業株式会社が提供する「簡易医療スペース」である。避難所でのプライバシ

ー保護のための仕切りや、簡易仮設更衣室・医療スペースなどとして利用できる。 

  

写真 5.6.10 簡易医療スペース 14) 

 

写真 5.6.11 は、ボランティアで個人が提供する「組立式簡易個室」である。避難所に居られる授乳

中の方、お年寄りの方々のプライバシーを守ることが可能である。「幼児の授乳室」「幼児のおむつ替え」

「高齢者のおむつ替え」「女性の方の更衣室」「カウンセリング室」に利用できる。 

 

 

(4) 安心・安全な避難所づくり 16) 

長期化する避難生活に備えて、プライバシーを守り、避難生活者のストレスを尐しでも軽減させるよ

うな避難所にする必要がある。避難所づくりの例を図 5.6.3に示す。 

 災害発生当初は雑然とするが、長期化に備えて、ご近所卖位で班をつくりまとめることが必要である。

周囲に顔見知りがいる安心感は大きく、互いにストレスの軽減につながる。また、通路（動線）の確保

や各空間を分けることで、ちょっとしたイライラが募るのを避けることができる。 

防犯対策では、人の出入りをチェックできる総合受付の設置など、避難生活に安心感を高める工夫も

必要である。 

 

(5) その他 17) 

 プライバシーの確保は重要な事項であるが、阪神・淡路大震災において大社小学校では、当初から「大

社ファミリー」というキャッチフレーズを掲げ、避難生活者と学校側が「家族」であるという意識をも

ってプライバシー確保のための間仕切りを使用しなかった事例もある。また、深津小学校では、避難生

活者側と学校側のミーティングにおいて、学校側が避難生活者の一人一人の顔を見て話がしたいとの意

向で、間仕切りの使用を極力やめてもらうよう避難生活者側に要請した事例もある。 

  

 

写真 5.6.11 組立式簡易個室 15) 
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参考・引用文献 

1) 青森県：男女共同参画の視点を取り入れた「安心避難所づくり」ハンドブック～共に支え、助け合う

地域づくり～，青森県男女共同参画センター，(2012-12) 

2) 河北新報社：避難所長期化女性困った，(2011-4) 

3) 内閣府：（参考）岩手県、宮城県及び福島県における避難所への避難状況，被災者生活支援チーム，

(2011-7) 

4) 河北新報社：避難所の集約化開始，(2011-4) 

5) 河北新報社：「災後」の市民‐仙台市の調査から（４）避難所生活／滞在期間、3 日以内 6 割，河北

新報のニュースサイト・コルネット，(2012-3) 

6) 社会福祉法人 AJU 自立の家・わだちコンピュータハウス：間仕切りセット 

7) 通販サイト大安心.com：簡易間仕切り＋段ボール畳 

8) 坂茂建築設計：避難所用間仕切りシステム４ 

9) 株式会社ニード：ワンタッチパーテーションファミリールーム 

10)国際ロータリー：シェルターボックス 

11)株式会社瑞穂：仮設トイレコンテナ 

12)トータルセキュリティ SP：瞬間個室プライバシー 

13)三洋工業：避難所向け簡易プライバシールーム 

14)川上産業：簡易医療スペース 

15)ボランティア個人：組立式簡易個室 

16)河北新報社：避難所運営役割分担し輪番を，(2011-4) 

17)柏原士郎、上野淳、森田孝夫：阪神・淡路大震災における避難所の研究，pp233～234 

 

（担当：株式会社ユアテック 草刈 洋行） 
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第 6章. 東北支部関連会員等の災害時の水の取り組み 

 

① 仙台市内の某中学校の受水槽活用 

仙台市内の某中学校の受水槽を活用した事例：：3 月 12 日、13 日は中学校の教諭が出勤していたの

で、受水槽のマンホールの鍵を解除できた。そこで教諭と在校生がマンホールからバケツにロープを括

り付けマンホールから水を汲み、地域住民に提供した。水槽が破損していなかったため使用できた。（提

供：ダイダン㈱三宅偉久氏） 

 

② 脱衣場付屋外用バス、シャワー一台をリースして、避難所に貸与した。(提供：高砂熱学工業㈱清田

久光氏) 

 

③ プール水を配管して便所洗浄水に活用 

高砂中学校では断水、停電の中、1600 人の避難民がいた。この避難民の人たちのため、プール水を当

初はバケツリレーで便所洗浄水に活用していたが、三建設備工業㈱の佐々木氏がプール水を発電機でポ

ンプ 2 台を動かし、100ｍの間にわたり PP 管を配管して、1 から 4 階までのトイレまで洗浄水用に供給

する工事を行った。また、コンクリート製の受水槽の貯留水は使用可であったので 1～4 階のトイレの

手洗い水に供給した事例である。3 月 16 日から 4 月期末まで（提供：三建設備工業㈱佐々木幸二氏、平

井徳夫氏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           NHK 仙台放送局 8 時のニュース画像 

④ 天水桶の活用 

 雤水利用タンクを住宅に設置している方は、この水をトイレ洗浄水等に有効活用された事例が多くあ

る。 

 

⑤ 井戸水の利用 

仙台市に登録している災害用応急用井戸の利用について、仙台市は 185 件を対処としてヒアリング調

査を行った。その結果、水道の断水があった地域においては 8 割近くが井戸水の活用があり、26 件は自

宅内のみの使用、近隣に提供は 58 件であった（仙台市報告）。 

 

 

次に、仙台市内の事業所が仙台市に登録している災害用応急用井戸の利用について、現在、仙台市内

で 225 件の登録がある。そのうちの 39 件についてヒアリング調査を行った。その結果、水道の断水が

あった地域においては 7 割近くが井戸水の活用があり、事業所のみ水の活用が 6 事業所、近隣に提供は

58 軒であった（仙台市報告）。 
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⑥ ヒートポンプ。蓄熱システムを加温に利用している温泉プール水の活用 

 松島町内にある松島町スポーツ振興センター所属の松島町温水プール「美遊」に 490ｔの温水プール

水を災害時に活用した。備え付けの㈱大学産業製の緊急時用浄水装置レギュラーガソリンを使用するエ

ンジン使用時 2ｍ3/ｈの能力を活用して、4 月上旬まで朝 8 時から夕方までフルに飲料水に浄水して給水

し、330ｔを使用している。この装置は、一次処理は粉末活性炭プリコート式、二次処理は中空糸膜（粒

子除去能力 0.1μｍ）、さらに次亜塩素酸ナトリウムで消毒する方式である。（提供：一般財団法人ヒー

トピンプ・蓄熱センター、第 9 回ヒートポンプ・蓄熱シンポジウム、松島町スポーツ振興センター佐藤

淳氏） 

 

⑦ 業務用エコキュート貯湯槽水の活用 

 200 名程度の事業所は上水道が断水し、受水槽はあるが、破損して槽内の水は使用できなかった。尐

ない給水車による補給水は生産業務に優先的に使用し、飲み水は支援物資で補うことができたが、従業

員のトイレ千浄水量は不足していた。実験用に設置していた 6m3 の業務用エコキュート内の貯湯水を

200 から 300ｍはなれたトイレまでバケツで水を 12 日間にわたり、一日 2 回運び、トイレ洗浄水とし

て活用した。（提供：北日本電線株式会社） 

 

⑧ 震災直後の配管等の復旧 

興盛工業所の配管等の復旧工事の記録データから解析を行った。 

（1）漏水の対処した建物分類 

 復旧工事を行った建物の分類を小中。各種学校、マンション、事務所等のその他とした中で、漏水の

原因について、84 の建物について 3 分類して、漏水原因の図を示した。漏水原因の件数を大きい順番に

並べると管接合部＞管破損＞管亀裂となる。どことも管接合部破損が小中、各種学校は 65.0％、マンシ

ョンは 69.9％、その他は 70.4％、次か管折損が小中、各種学校は 25.6％、マンションは 20.9％、その

他は 19.5％、最も尐ない管亀裂が小中、各種学校は 9.5％、マンションは 9.3％、その他は 11.1％であ

った。 

1） 小中、各種学校の漏水部位（31 建物）2）マンションの漏水部位(32 建物)     3）その他（21 建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）修理（破損）箇所（メータ下流側） 

1）全体の分類 

小中学校、マンション、その他すべての建物の中で 137 箇所を対象とすると、屋内が最も多く、埋設

25.6%

9.3%
65.1%

管折損

管亀裂

管接合部破損

9.3%

69.8%

20.9%

管折損

管亀裂

管接合部破損

18.5%

11.1%

70.4%

管折損

管亀裂

管接合部破損
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部＞立ち上り管＞水抜き管＞露出横引管の順に尐なくなっている。 

屋内のみについては給水栓・パッキン取替が最も多く、水洗トイレ関係、給湯関係の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）屋内の修理のみの分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提供：興盛工業所㈱ 千葉正氏） 

 

⑨ 学校の復旧工事 

仙台市内の学校数 19 校の市立小中学校復旧工事の内容を整理してみると次の通りである。 

受水槽の漏水は 8 校、高置水槽の漏水は 5 校であり、このうち受水槽と高置水槽が同時に漏水した学校

は 2 校であった。受水槽の漏水の内容は、ブロー弁の破損、組み立てボルト廻りの漏水、オーバーフロ

ー管破損、本体破損、ボールタップ破損であった。このうち組み立てボルト廻りの漏水が 4 校であった。

高置水槽の漏水の内容は遮断弁が開とならない、組み立てボルト廻りの漏水、本体破損であった。15 校

において、配管からの漏水があった。この漏水の原因は埋設部からの漏水が 7 校であった。これは配管

の劣化もあるが、建物導入部の破損が多く満たれた。（提供：興盛工業所㈱ 千葉正氏） 

 

⑩ プールの水を手作業で運搬してトイレ洗浄水に活用 

仙台市内荒巻小学校では断水のため、プールの水をトイレの洗浄水に利用した例である。トイレが使

用できたので大便のみ水を流すというルールを決めて、流す水をプールからトイレまでかなり離れてい

るが 10 代後半の若者が協力してくれて、人から人へと切れ目なく、バケツリレーで洗浄水を確保した。

（提供：河北新報 平成 25 年 1 月 11 日 13 面記事） 

 

⑪雪解け水をトイレ洗浄水に活用 

東北文化学園大学では断水であったが、高置水槽の水が残っていたが、すぐに消費してしまうことを

危惧して、2 日は排便用袋を活用し、その後、ちょうど雪が屋根に積もっていたので、雪解け水を集水

して、この水をトイレ洗浄水に活用した。大便器のみ洗浄水を流し、男女とも小便は洗浄水を流さない

とした。（提供：東北文化学園大学岡田誠之氏） 

 

⑫  たまたま撤去していなかった汲み取り式トイレの活用 

 2011 年 2 月、気仙沼市立松岩小学校の校舎トイレの水洗化工事が完了した。築数十年前に建設され

た校庭の汲み取り式トイレは撤去される予定であった。翌月の 3 月、東日本大震災の発災時、松岩小学

校には多くの被災者が避難したが、校舎の水洗トイレは停電と断水により使用できなかった。避難者数

21.9%

1.7%

4.6%

20.7%

51.1%

埋設部

露出横引管

水抜管

立ち上り管

屋内

22.0%

20.3%

17.1%

40.6%

給水栓・パッキン取
替

水洗トイレ関係

給湯関係

その他
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は約 300 人と記録されている。この時、避難者のトイレとして活躍したのが校庭の汲み取り式トイレで

あった。水や電気を必要としないため、発災直後から使用することができた。夜間照明は、車のヘッド

ライトをあてることで対応し、トイレ掃除にはプールのため水を使用した。仮設トイレが設置されたの

は、8 日後の 3 月 19 日であった。このトイレがなければ、避難者は排泄する場所を失い、トイレパニッ

クに陥っていたかもしれない。水洗トイレと汲み取り式トイレを共存させることは、災害時のトイレ対

策として有効な方策の一つと考えられる。 

（提供：日本トイレ研究所加藤篤氏） 

 

⑬受水槽の水を地域住民に提供 

東北文化学園大学校内にある受水槽を震災の一年前に受水槽から水を供給できる装置をセットして

いた。震災時にこの受水槽 96ｍ3 の水を地域近隣の住民に 7 日間に延べ 4000 人に提供した。受水槽の

清掃用排水ドレン管に分岐をして、ホースを接続できるホースカランを採用して、1 ユニットに 5 つの

ホースカランを設置して、2 ユニットを受水槽のパンチングフェンス 2 面に固定式のホースカラン用架

台にかける移動式装置である。（提供：東北文化学園大学岡田誠之氏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭ 現地調査によると避難所となった石巻市立渡波小学校のプール水はトイレの手洗いとして活用され、

仙台市国見小学校のプール水は近隣の住民に水を提供した事例がある（岡田誠之氏ヒアリング）。 
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おわりに 

 

 東北地域は大震災が起こる確率が 30 年内に 99%といわれていた。このような状況の中で災害が生じ

たら避難所は避難者に対して重要な位置づけになると認識していた。この避難所において避難者の快適

性に最も影響を与えるものが建築設備であり、これを充実することが最優先することであると考え、平

成 21 年 4 月に本委員会を空気調和・衛生工学会東北支部内に立ち上げた。ところが平成 23 年 3 月 11

日の大震災が起きて、委員会を中断したが、4 年間かけて避難所の建築設備について検討を行った。 

 本研究では避難所が学校であるとして建築設備のうち、衛生的に水を確保する設備、衛生的に対応し

なければならないトイレ、浴槽、暖房等の必要な設備について検討を行い、さらにプライバシーの確保

の検討も行った。これらのガイドラインは、これからの災害時に現存する建物への設営に役立つものと

確信している。 
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